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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 
  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

    ３  純資産額の算定にあたり、第81期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計 

     基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適 

     用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 43,897 42,666 42,573 40,588 40,678 

経常利益 (百万円) 5,409 5,232 5,036 4,437 4,636 

当期純利益 (百万円) 1,856 2,542 2,138 1,918 2,491 

純資産額 (百万円) 35,058 39,419 41,301 45,868 48,009 

総資産額 (百万円) 68,724 64,092 63,034 70,465 71,830 

１株当たり純資産額 (円) 1,324.00 1,489.62 1,580.56 1,755.81 1,816.75 

１株当たり当期純利益 (円) 66.27 92.64 78.43 70.12 95.56 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 51.0 61.5 65.5 65.1 65.9 

自己資本利益率 (％) 5.4 6.8 5.3 4.4 5.3 

株価収益率 (倍) 11.47 11.66 18.74 21.39 15.54 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 7,558 6,732 7,480 6,022 4,258 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 424 △2,616 △5,078 △4,415 △3,223 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,016 △11,119 △2,399 △1,737 △1,092 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(百万円) 17,358 10,336 10,339 10,209 10,152 

従業員数 (人) 956 886 697 692 688 



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第79期の１株当たり配当額12円には、会社創立55周年記念配当４円50銭を含んでおります。また、第80期の１株当たり配

当額12円には、ラジオ放送開始55周年及びテレビ放送開始50周年記念配当４円50銭を含んでおります。 

３ 第81期より、配当額を毎期の業績に連動する形に変更しております。なお詳細は、「第４ 提出会社の状況 ３ 配当政

策」をご参照下さい。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

       ５ 純資産額の算定にあたり、第81期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計 

     基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適 

     用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高 (百万円) 34,990 35,373 36,913 35,895 35,815 

経常利益 (百万円) 4,602 4,482 5,245 4,065 4,131 

当期純利益 (百万円) 1,172 2,377 4,173 1,772 2,255 

資本金 (百万円) 1,320 1,320 1,320 1,320 1,320 

発行済株式総数 (千株) 26,400 26,400 26,400 26,400 26,400 

純資産額 (百万円) 31,232 35,426 39,374 43,799 45,078 

総資産額 (百万円) 56,018 52,013 54,940 62,150 63,279 

１株当たり純資産額 (円) 1,180.46 1,339.41 1,507.48 1,677.23 1,729.01 

１株当たり配当額 
(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) 
  

(円) 
  

7.50 

(3.00)

7.50

(3.00)

12.00

(3.00)

12.00 

(3.00)

17.50 

(5.00)

１株当たり当期純利益 (円) 41.75 87.42 157.24 65.29 86.53 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 55.8 68.1 71.7 70.5 71.2 

自己資本利益率 (％) 3.8 7.1 11.2 4.3 5.1 

株価収益率 (倍) 18.20 12.35 9.35 22.97 17.16 

配当性向 (％) 18.0 8.6 7.6 18.4 20.2 

従業員数 (人) 356 338 329 320 316 



２ 【沿革】 
  

  

昭和25年12月 中部日本放送株式会社設立(資本金８千万円) 

昭和26年９月 １日午前６時30分、わが国最初の民間放送としてラジオ本放送開始(出力10KW) 

昭和30年６月 愛知県名古屋市に株式会社シービーシーテレビ映画社（後、株式会社ＣＢＣクリエイシ

ョンに社名変更）を設立（現・連結子会社） 

昭和31年12月 テレビ本放送開始(映像出力10KW 音声出力５KW) 

昭和33年７月 愛知県名古屋市に株式会社シービーシー案内広告社（後、株式会社シー・ウェーブに社

名変更）を設立（現・連結子会社） 

昭和35年10月 株式を名古屋証券取引所に上場 

昭和36年９月 愛知県名古屋市に株式会社中部日本起業（後、株式会社ＣＢＣビップスに社名変更）を

設立（現・連結子会社） 

昭和36年12月 愛知県名古屋市に文化交通株式会社を設立（現・連結子会社） 

昭和39年９月 カラーテレビ放送開始 

昭和39年10月 東京都千代田区に株式会社千代田会館を設立（現・連結子会社） 

昭和40年９月 愛知県名古屋市に株式会社中日電子工業所(後、株式会社中日電子に社名変更)を設立 

昭和46年11月 ラジオ放送、出力10KWから50KWに増力 

昭和46年12月 愛知県豊田市に加茂開発株式会社(後、株式会社南山カントリークラブに社名変更)を設

立（現・連結子会社） 

平成２年５月 愛知県名古屋市にシービーシー高山開発株式会社（後、高山リゾート株式会社に社名変

更）を設立 

平成３年11月 愛知県名古屋市に株式会社シービーシーフロンティアを設立 

平成４年１月 愛知県名古屋市に株式会社シービーシーヴィジョン（後、株式会社テクノビジョンに社

名変更）を設立（現・連結子会社） 

平成８年６月 愛知県名古屋市にシービーシー・クア・アルプ株式会社を設立 

平成10年４月 ＣＢＣ放送センター竣工 

平成11年９月 株式会社シービーシーフロンティアを清算 

平成12年11月 愛知県長久手町の商業施設「グランパルク」賃貸開始 

平成14年３月 高山リゾート株式会社及びシービーシー・クア・アルプ株式会社を清算 

平成15年12月 

平成16年８月 

地上デジタルテレビ放送の本放送開始 

株式会社中日電子を譲渡 

平成18年４月 ワンセグサービス開始 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、連結子会社７社、関連会社２社で構成されており、事業の種類別では放送関連部門、不動産賃貸部門及

びその他部門で構成されております。 

各事業の内容等は次のとおりです。 

なお、次の３部門は、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1) 連結財務諸表 注記事項」に記載しております事業の種

類別セグメント情報の区分と同一であります。 

  

(放送関連部門) 

当社グループの中心である当部門は、放送法によるラジオ及びテレビの放送を行い、放送時間の販売ならびに番組の制作・販

売を主な事業とし、これに付帯する事業を営んでおります。 

子会社及び関連会社は主として当社の放送する番組の一部を制作しているほか、広告代理店業を行っております。 

当社、㈱ＣＢＣクリエイション、㈱テクノビジョン、㈱シー・ウェーブ及び㈱エヌティーピーが当部門に属する事業を営んで

おります。 
  

(不動産賃貸部門) 

当部門においては、不動産の賃貸・管理を行っております。 

   当社及び㈱千代田会館が当部門に属する事業を営んでおります。 

  

(その他部門) 

当部門においては、ゴルフ場の経営、保険代理業、プレイガイド、ＯＡ機器販売、タクシー業を主として行っております。 

㈱南山カントリークラブ、㈱ＣＢＣビップス、文化交通㈱及び春日井開発㈱が当部門に属する事業を営んでおります。 

  

  



事業の系統図は次のとおりであります。 

  

 
  

  

   (注)  ※１連結子会社 

       ※２ 「企業内容等の開示に関する内閣府令」第19条第７項に規定する特定子会社 

       ※３ 関連会社で持分法非適用会社 



４ 【関係会社の状況】 

 (連結子会社) 

  

  
(注) １ 売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えている会社はありません。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

３ ㈱千代田会館は、特定子会社に該当します。 

  

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
(％) 

関係内容 

㈱ＣＢＣクリエイシ
ョン 

名古屋市 
中区 

40 
放送番組の企画制作
(放送関連部門) 

100.0
当社の放送番組を制作している 
当社所有の建物を賃借している 
役員の兼任 ５名 

㈱テクノビジョン 
名古屋市 
中区 

20 
放送送出業務の請負
放送技術者の派遣 
(放送関連部門) 

100.0

放送技術者を派遣し、放送送出業務
の一部を請け負っている 
当社所有の建物を賃借している 
役員の兼任 ５名 

㈱シー・ウェーブ 
名古屋市 
中区 

30 
広告代理業
(放送関連部門) 

100.0
当社販売業務の取次を行っている 
役員の兼任 ５名 

㈱千代田会館(注)3 
東京都 
千代田区 

300 
不動産の所有・賃
貸・管理 
(不動産賃貸部門) 

66.6
当社に建物の一部を賃貸している 
当社所有の土地を賃借している 
役員の兼任 ４名 

㈱南山カントリー 
クラブ 

愛知県 
豊田市 

10 
ゴルフ場の経営
(その他部門) 

100.0
当社はゴルフ会員権を保有している
役員の兼任 ６名 

㈱ＣＢＣビップス 
名古屋市 
中区 

60 

不動産の管理、保険
代理業、プレイガイ
ド、ＯＡ機器販売 
(その他部門) 

100.0
当社所有建物の営繕を行っている 
当社所有の建物を賃借している 
役員の兼任 ６名 

文化交通㈱ 
名古屋市 
中区 

20 
タクシー業
(その他部門) 

100.0
当社所有車両の運行を代行している
当社所有の土地建物を賃借している
役員の兼任 ３名 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注) 従業員数は、就業人数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。）であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

(注)１ 従業員数は、就業人数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、中部日本放送労働組合等が組織されております。なお、労使関係については特に記載すべき

事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

放送関連 522 

不動産賃貸 5 

その他 161 

合計 688 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

316 39.9 16.1 12,780,758



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、世界経済の回復による輸出の好調と企業業績の改善を背景とした設備投資の増加など

により、景気は緩やかな拡大基調が続きました。 

  個人消費は、やや力強さには欠けるものの、企業業績回復に伴う雇用環境好転を背景に底堅く推移してきました。しかしなが

ら、企業はマスコミ四媒体(新聞・雑誌・ラジオ・テレビ)の広告費を抑制する傾向にあり、放送業界でも、テレビスポット広告

は全国的にも前年割れが続くという厳しい状況にありました。 

 このような環境下において、ラジオとテレビの売上は前期を下回りましたが、催物事業や広告代理業、不動産賃貸業、ゴルフ

場事業の売上が伸びたことにより、当社グループの売上高は406億78百万円（前期比0.2％増）となりました。 

 一方利益面では、退職給付費用の減少や万博出展費用がなくなったものの、減価償却費が増加したことから、営業利益は44億

41百万円(前期比1.2％減)となりました。 

 経常利益は、受取配当金の増加と支払利息の減少などにより46億36百万円(前期比4.5％増)となりました。 

 さらに当期は大きな投資有価証券評価損がなかったことから、当期純利益は24億91百万円(前期比29.9％増)となりました。 

部門別の概況は以下のとおりであります。 

(注）売上高については、部門間の取引については相殺消去しております。 
  
〈放送関連部門〉 

 放送関連部門は、主力のテレビスポット収入が前期を下回り、前期にあった「愛・地球博」公式ＦＭ「ＦＭ ラヴァース」の

運営収入がなかったものの、催物事業で大型のロック公演が相次ぎ、広告代理業で新聞、雑誌への出稿が伸びたため、売上高は

375億96百万円（前期比0.2％増）となりました。 

 一方、利益面では、デジタル投資に伴う減価償却費が増加したことなどにより、営業利益は34億11百万円（前期比6.0％減）と

なりました。 

 なお、当部門の各事業の詳細は以下のとおりです。 

▽ ラジオ事業 

 ＣＢＣラジオは「地域ナンバー１の放送局」のブランドを一層強固にするため、地域密着メディアとしての価値向上と、引き

続き地域のリスナーからの圧倒的な支持の獲得を目標に掲げ、当期の放送活動を展開しました。 

 聴取率に関してＣＢＣラジオは、年２回（６月・12月）行われる中京圏ラジオ聴取率調査でいずれも総合１位を獲得し、調査

開始以来10回連続で首位を維持しています。番組別でも、プロ野球中継が他局に大きく差をつけたほか、12月の調査では、高聴

取率番組ベスト10のうちＣＢＣラジオが８番組を占めるなど、地域のリスナーから圧倒的な支持を得ました。 

  
売上高
(百万円) 

営業利益
(百万円) 

経常利益
(百万円) 

当期純利益 
(百万円) 

平成18年３月期 40,588 4,494 4,437 1,918 

平成19年３月期 40,678 4,441 4,636 2,491 

増減率(％) 0.2 △1.2 4.5 29.9 

  
放送関連 不動産賃貸 その他 

売上高
(百万円) 

営業利益 
(百万円) 

売上高
(百万円) 

営業利益
(百万円) 

売上高 
(百万円) 

営業利益 
(百万円) 

平成18年３月期 37,526 3,628 1,523 793 1,537 72 

平成19年３月期 37,596 3,411 1,556 919 1,525 112 

増減率(％) 0.2 △6.0 2.1 15.9 △0.8 54.2 



 営業面では、団塊の世代を対象にした新番組『中村泰士のキュートナー宣言』で、ターゲットに合わせたスポンサーを新規獲

得したのを始め、リスナーとパーソナリティとで作るグルメ本第二弾『らじぐるプラス』が、前作を上回る売上を達成し成功を

収めました。さらに、『いっしょに歌お！ＣＢＣラジオ』コンピレーションＣＤも第三弾を販売するなど、企画を活かし話題を

喚起するセールス活動を積極的に行いました。 

 しかし、「愛・地球博」公式ＦＭ「ＦＭ ラヴァース」の運営収入がなかったことにより、当期の売上は前期には及びません

でした。 

  編成・制作面では、「もっと生活の中にラジオを」をテーマに、『ＣＢＣラジオッスキャンペーン』を展開し、多くの公開録

音や生放送を通して、「ラジオやパーソナリティとの出会い」、「ラジオのある生活」を演出しました。なかでも９月の開局55

周年ウィークには、記念番組『あなたの街でラジオッス！』や、こども未来キャンペーン特別番組『おうちへ帰ろうⅥ』を放送

し、人気パーソナリティがエリア内を駆け巡り、様々な出会いを提供しました。 

  イベントでは、『ＣＢＣ  ＮＡＧＯＹＡ夏まつり』と連携した『ラジオまつり』を始め、『いっしょに歌お！ＣＢＣラジオ

ＦＲＥＥ ＬＩＶＥ！』、愛・地球博記念公園２期オープンにあわせた『モリコロパークウォークラリー』などを実施し、大勢

の観客動員に成功しています。 

  このほか、防災をテーマに地元民放ＡＭ局と連携し、看板パーソナリティーの進行による初の同時生番組『聞けば聞くほど聞

いてみや～ち』を放送し、災害時に役立つラジオを積極的にアピールしました。   

▽ テレビ事業 

  テレビ放送では、番組の質的向上と視聴者からの支持の更なる拡大を目標に掲げ、地域に密着した番組制作と全国に発信でき

る番組の開発に取り組みました。 

  この結果、通期(４月～３月)の視聴率は、全日(６時～24時)が8.7％、ゴールデン(19時～22時)が14.5％、プライム(19時～23

時)が14.2％と、いずれの時間帯とも２位を獲得しました。これは昭和55年度以来26年ぶりのことです。 

  営業面では、まずタイム収入が、全国ネットの新番組『週刊！健康カレンダー カラダのキモチ』といったレギュラー番組に

加え、テレビ開局50周年記念番組をはじめとする単発番組のセールスにも力を入れた結果、前期並みの売上をあげました。 

  主力のスポット収入は、好調な視聴率を追い風に放送局間のスポット売上シェアを上げたものの、名古屋地区全体のスポット

投下量が落ち込んだため、前期を下回りました。業種別では、シェアの高い「食品・飲料」「サービス・娯楽」が下期に入り持

ち直し前期を上回ったものの、「化粧品・洗剤」「金融・保険」「電気機器」等多くの業種が年間を通じて苦戦を強いられまし

た。 

  編成・制作面では、テレビ開局50周年にあたり、４月に自社制作番組の大型改編を行いました。平日夕方の時間帯には、これ

まで高い信頼を得てきた『ＣＢＣニュースワイド』『ユーガッタ！ＣＢＣ』といったニュース・情報番組をさらに進化させた新

番組として『イッポウ』をスタートさせました。また日曜朝には、健康生活のヒントをお伝えする全国ネット番組『週刊！健康

カレンダー カラダのキモチ』を始めました。さらに、『ＣＢＣこども未来キャンペーン』の一環として、親子が一緒にスポー

ツを競い合うレギュラー番組『がんばれ！ペナキッズ』をスタートするとともに、12月には、親から子、子から孫に「伝えたい

こと」「残しておきたいこと」を孫の旅を通して伝えるテレビ開局50周年記念番組『マゴからの贈りもの』を放送しました。 

  このほか１月には、テレビ開局50周年記念のネット番組『高橋克典ゾウと旅する 幸福感動！タイ5000キロ』を放送しまし

た。この番組は足かけ３年をかけた大型ドキュメンタリーで、ゾウの出産シーンなど世界的にも貴重な映像をお伝えすることが

できました。全国ネットのドラマ枠「ドラマ30」では『新キッズ・ウォー２』のほか、原作がベストセラーとなった『キッパ

リ！』を放送し、インターネットやモバイルでも連動企画を展開しました。 

  プロ野球中継では中日ドラゴンズの試合をホームゲームで31試合放送したほか、日本シリーズ第１戦を地元名古屋から全国中

継しました。 

  また、当社の制作した番組は質的にも高く評価され、数々の賞を受賞しました。なかでもドキュメンタリー番組の『山小屋カ

レー～2006春篇』は、アジア・太平洋地域の放送機関が加盟するＡＢＵ（アジア太平洋放送連合）が優れた作品に贈る最高峰の

ＡＢＵ賞に輝き、海外でも当社の声価を高めました。 



  コンテンツビジネスやメディアビジネスの分野では、まずＣＢＣ制作の『ウルトラマンメビウス』やＣＢＣが出資しているア

ニメ番組『銀河鉄道物語～永遠への分岐点』『ウィッチブレイド』などのＤＶＤや関連グッズの商品化に伴う売上が順調に伸び

ました。また、ドラゴンズの優勝を振り返るＤＶＤ『～ドラゴンズ優勝記念盤～感動の軌跡2006』も好調な売れ行きを示しまし

た。さらに、貴重な放送ライブラリーの素材を有効利用したＤＶＤボックス『僕たちの昭和～ＣＢＣアーカイブス映像 東海３

県版』を発売したり、大ヒット映画『どろろ』にも出資するなど、積極的なビジネス展開を繰り広げました。インターネット・

携帯サイトでも、好調なアクセス数を背景に、課金、バナー広告、Ｅコマース事業等を開始し、テレビ番組やラジオ番組と連動

した新しい広告展開や視聴者参加企画等を行うことにより、ワンセグやデータ放送も含めた「放送通信連携」の取り組みに力を

入れました。 

 ▽ 催物事業など 

 催物は、毎年恒例の事業に加えてオペラ公演や大型ロックコンサートが好調で、売上は前期を上回りました。 

 ロック・ポップスでは、『エリック・クラプトン』(11月)、『ビリー・ジョエル』(12月)、『ボン・ジョヴィ』(４月)ら大物

ミュージシャンに加え、人気のヴォーカリスト『マライヤ・キャリー』（10月）やケルト音楽の女性グループ『ケルティック・

ウーマン』(11月)など、話題性のある公演を開催しました。 

 恒例の「第29回 名古屋国際音楽祭」(４月～７月)は、『メトロポリタン・オペラ ワーグナーのワルキューレ』(６月)をは

じめ、『パーヴォ・ヤルヴィ指揮 ドイツ・カンマーフィルハーモニー管弦楽団』(５月)、『クリスチャン・ツィメルマン ピ

アノリサイタル』(５月)、『ザルツブルク・モーツァルテウム管弦楽団』(５月)など８公演を開催しました。なかでも、ＣＢＣ

ラジオ開局55周年・テレビ開局50周年記念事業として開催した『メトロポリタン・オペラ ワーグナーのワルキューレ』は、プ

ラシド・ドミンゴら超一流の歌手たちによる熱演が大勢の観客を魅了しました。 

  伝統のゴルフトーナメント『第47回 中日クラウンズ』(４月)は、片山晋呉選手が２年ぶり、クラウンズ２勝目を挙げ、およ

そ２万７千人のギャラリーを沸かせました。 

  36回目を迎えた『ＣＢＣ ＮＡＧＯＹＡ夏まつり』(７月)では、栄の久屋公園一帯で行った様々なステージやイベントに60万

人の観衆が集まりました。 

  『ＣＢＣキャラバンサライ2006』(12月)も、栄のオアシス21を会場に、クリスマスイベントとして大勢の人を集めました。 

  古典芸能では、『十八代目中村勘三郎襲名披露公演』(７月・９月)を岐阜県内２か所の芝居小屋で開催し、江戸時代の風情そ

のままに、役者の息遣いを身近に感じる迫力ある歌舞伎を堪能いただきました。 

  また、ＣＢＣラジオ開局55周年・テレビ開局50周年記念事業の一環として、地元出身の歌手、舟木一夫が座長を努める『舟木

一夫 特別公演』(３月)を中日劇場で開催し、歌と芝居によるステージをお楽しみいただきました。 

 そのほか、「愛・地球博」閉幕１周年記念イベントとして、栄の久屋広場で、懐かしいフォークソングの歌手たちの出演によ

る『青春のグラフィティコンサート』(９月)を開催しました。 

  

 広告代理業は、テレビやラジオへの出稿が減少したものの、新聞、雑誌への出稿が伸長し、売上は前期を僅かに上回りまし

た。  

  

〈不動産賃貸部門〉 

  不動産賃貸部門は、東京の賃貸ビルが期初から満室となったことなどにより、売上高は15億56百万円(前期比2.1％増)となりま

した。 

 また、前期に実施した設備の老朽化に伴う修繕費が当期は発生しなかったため経費が減少し、営業利益は９億19百万円(前期比

15.9％増)となりました。  

  

〈その他部門〉 

  その他部門は、保険代理業の売上が前期を下回ったことにより、売上高は15億25百万円(前期比0.8％減)となりました。 

しかし、ゴルフ場事業で利用客が増加し、大幅な増益となったことから、営業利益は１億12百万円(前期比54.2％増)となりま

した。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べて57百万円減少し、101億52

百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
  
 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、42億58百万円と前連結会計年度に比べて17億64百万円減少しました。これは、税金等調整前

当期純利益が７億42百万円、減価償却費が２億67百万円増加した一方で、投資有価証券評価損が７億44百万円、売上債権の増減

額が６億77百万円の減少となり、さらに法人税等の支払額が前連結会計年度に比べて12億88百万円増加したことなどによるもの

です。 
  
 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、32億23百万円と前連結会計年度に比べて11億92百万円減少しました。これは、有形・無形固

定資産の取得による支出が前連結会計年度に比べて４億73百万円増加した一方で、投資有価証券の取得による支出が前連結会計

年度に比べて18億88百万円減少したことなどによるものです。 
  
 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、10億92百万円と前連結会計年度に比べて６億45百万円減少しました。これは、長期借入金の

返済による支出が前連結会計年度に比べて９億25百万円減少したことなどによるものです。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
平成18年３月期

(百万円) 
平成19年３月期

(百万円) 
増減額 
(百万円) 

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,022 4,258 △1,764 

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,415 △3,223 1,192 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,737 △1,092 645 

現金及び現金同等物の増減額 △130 △57 72 

現金及び現金同等物の期末残高 10,209 10,152 △57 



２ 【販売の状況】 

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。 

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。 
  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％) 

放送関連 37,596 0.2 

不動産賃貸 1,556 2.1 

その他 1,525 △0.8 

合計 40,678 0.2 

相手先 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

㈱電通 10,398 25.6 10,206 25.1 

㈱博報堂ＤＹ 
メディアパートナーズ 

5,499 13.5 5,203 12.8 



３ 【対処すべき課題】 

テレビ放送のデジタル化から４年目を迎え、平成18年４月には、ワンセグもスタートしました。また、平成19年３月までに、

報道スタジオやスポーツスタジオを改修し、報道番組やスポーツ番組のＨＤ（高画質）化を進めてまいりました。さらに、高

山、尾鷲、熊野で、デジタルテレビ放送所を新たに建設し、その結果、愛知、岐阜、三重の東海３県におけるデジタル放送視聴

可能世帯のカバー率は、約95％に達しました。 

テレビ放送のデジタル化につきましては、平成 23 年のテレビのアナログ放送の終了に向けて、さらに、視聴可能エリアの拡大

に努めてまいります。また、中継車など、デジタル設備の整備や放送機器の更新などを進めてまいります。このため、今後と

も、多額の投資が必要となります。 

さて、放送業界では、最近、放送の信頼性を損なう事例が起きました。当社グループといたしましては、改めて、放送を通じ

て健全な社会の発展と公共の福祉に寄与するという地域におけるメディアとしての役割を再確認し、メディアとしての価値を高

めるとともに、放送の信頼性の確保を堅持してまいります。 

 放送をめぐる状況は、ますます厳しいものがありますが、当社グループは、下記の点を経営課題として、デジタル時代の競争

に打ち勝つようまい進していきます。 

  

  ・当社グループの中核をなす放送事業においては、放送の信頼性の確保をいっそう進めていくとともに、ラジオ、テレビ兼営局

としての利点を、前面に押し出し、メディアミックスとしての相乗効果を図ることで、ＣＢＣブランドの価値を高めていきま

す。 

・ラジオにおいては、地域に密着したメディアとして、引き続き地域のリスナーからの圧倒的な支持を目指します。 

 ・テレビにおいては、番組の質的向上を目指すとともに、より多くの視聴者に番組を見ていただけるよう、番組の編成制作等に

力を入れていきます。 

 ・地元に密着したローカル番組の制作に、今後も力を入れていくとともに、全国に発信できるコンテンツの開発に努めていきま

す。 

  ・ワンセグをはじめ、デジタル放送における様々なサービスの魅力を高め、ビジネスモデルの確立に努めます。 

  ・中継施設の建設や、番組のＨＤ化を促進するための放送機器の更新など、デジタル放送の一層の普及、拡大に向けた多額の投

資や償却負担に耐えうるよう財務体質の強化に努めていきます。 

・当社グループ全体として、より効率的な経営を追求していきます。 

  

   なお、会社の支配に関する基本方針は、次のとおりです。 

 当社および当社グループは、ラジオ、テレビの放送を通じてすぐれた報道、情報、娯楽番組を制作し、地域社会や文化に貢献

することを経営の基本理念にしています。中波ラジオや地上波テレビ放送は、公共性の高いメディアであり、通信技術の進展に

伴ってメディアが多様化しても、基幹メディアの地位を維持していくものと考えています。このため、中長期的な視点に立っ

て、安定的に経営を継続していくことが重要であり、それが、ひいては企業価値、株主価値の向上につながるものと確信してい

ます。  

したがって、こうした経営の基本理念を支持する者が、「会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者」であることが望ま

しいと考えています。 

当社は、経営支配権の異動を通じた企業活動および経済の活性化の意義を否定するものではありませんが、当社株式の大量取

得を目的とした買付けについては、当該買付け行為または買収提案の当社の企業価値、株主共同の利益への影響を慎重に判断す

る必要があります。 

現時点では、当社株式に対する大規模な買収行為がなされた場合に備えた具体的な枠組み（いわゆる「買収防衛策」）をあら

かじめ定めてはいません。しかし、当社は、当社の株式取引や異動の状況を常に把握し、当社株式を大量に取得しようとする者

が出現した場合は、株主共同の利益を守る立場から、最も適切と考えられる措置を取ります。 



４ 【事業等のリスク】 

事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなもの

があります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 景況の影響について 

 わが国の経済の変動と国内企業の広告支出の変動との間には、相関関係が見られます。このため、当社グループの中核部門で

ある放送関連部門の業績は、景況の影響を受けやすい傾向にあります。 

放送関連部門の売上高は、連結売上高の約９割を占めており、景況の悪化は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

(2) 視聴率、聴取率による影響   

 視聴率、聴取率は、スポンサーにとって、ＣＭが、視聴者、リスナーにいかに到達しているかを示す指標となっています。こ

のため、視聴率、聴取率の変動は、放送関連部門の売上高に影響を与えることになります。 

テレビにおける視聴率のうち、ゴールデンタイム、プライムタイムと呼ばれる時間帯の多くは、キー局である㈱東京放送（Ｔ

ＢＳ）が制作、編成していますが、こうした番組の視聴率動向によっても、売上高が大きく変動する可能性があります。 

  

(3) 他メディアとの競合について 

当社は、地上波放送事業者として、電波の希少性や言論、表現の自由の確保という観点から、厳しい条件で、免許を交付され

ており、地上波放送事業への新規参入は、難しいものとなっております。 

しかしながら、通信技術の進歩により、放送と通信の垣根が低くなるなかで、ブロードバンドや携帯端末を利用した映像配信

サービスなども出現しています。今後、放送を巡る規制緩和の動きや著作権関連の法律の改正などにより、さらに地上波放送と

競合する放送や映像配信サービスが増えた場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

  

(4) ネットワーク価値の毀損について 

 放送事業のうち、テレビは、㈱東京放送（ＴＢＳ）をキー局とするＪＮＮネットワークに加盟しております。ネットワーク

は、ニュース取材、番組の共有化、営業面での協力などの面から、当社の企業価値を維持するのに不可欠な存在となっていま

す。このため、㈱東京放送が、敵対的買収の対象となることなどによって、ネットワークの価値が毀損され、その結果、当社グ

ループの企業価値に影響が及ぶ可能性があります。 

  

(5) 大規模災害の発生や災害放送、緊急時放送について  

 当社の本社のある名古屋市をはじめ、放送サービスエリア内の広い範囲が、東海地震の地震防災対策強化地域に指定されてい

ます。 

 当社グループでは、本社建物や電波を送り出すテレビ塔、瀬戸のデジタルタワーを始めとした放送関連施設について、最大限

の地震対策を施しております。 

しかしながら、予想を上回る大地震の発生により、放送関連施設が大きな被害を受けることで、正常な放送を送り出すことが

できなくなるおそれがあります。 

また、当社の放送関連部門は、報道機関であることから、大地震などの大規模な災害発生時や大事故、大事件などの場合、一

定期間において、当社グループの主要な収入である広告の放送を行うことなく、ラジオ、テレビの放送を通じて、国民に情報を

提供いたします。 

さらに、いわゆる「有事法制」における非常時においても、広告の放送を行わないこともあります。 

こうした場合、業績に影響を及ぼす可能性があります。 



 (6) 年金債務について 

 当社グループの年金資産の時価が大きく変動した場合や、年金資産の運用利回りが変動した場合、当社の業績に大きな影響が

出る可能性があります。また、金利環境の変動などの要因により、退職給付債務等に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(7) 有価証券等の保有について 

 当社グループが保有する有価証券について、大幅な株式市況の下落や投資先の実質価額が著しく下落した場合に、多額の評価

損が計上され、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

また、当社グループが保有するゴルフ会員権についても、同様の評価損が計上され、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当連結会計年度において、経営上の重要な契約はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

   当連結会計年度において、当社グループで特筆すべき研究開発活動は行っておりません。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

  

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。 

連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の数値ならびに当連結会計年度における収益・費用の数値に影響を

与える見積り及び仮定設定を行っております。実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、見積りと異なる場合があり

ます。 

当社グループの重要な会計方針は、「第５ 経理の状況」に記載しておりますが、特に貸倒引当金、投資の減損、繰延税金

資産及び退職給付費用に関する見積りおよび判断が連結財務諸表の作成に重要な影響を及ぼすと考えております。 

  

①貸倒引当金 

当社グループは、得意先への売掛金等の一般債権について、支払不能時に発生する損失見積額を、過去の貸倒実績率に基

づき、貸倒引当金に計上しております。また、相手先の財政状態が悪化し、支払能力が低下した場合には個別に回収可能性

を見積り、追加引当を行っております。さらに、当社グループは、長期的な取引関係維持のために、投資その他の資産に預

託金方式のゴルフ会員権を所有しております。このゴルフ会員権は、下記「②投資の減損」で減損の対象になった際に、時

価が額面金額を下回った場合、時価と額面との差額については貸倒引当金を計上しております。この貸倒引当金の金額につ

いては、時価が上昇しても戻し入れることはせず、時価が下落した場合においてのみ追加引当しております。 

  

②投資の減損 

当社グループは、長期的な取引関係維持のため、また余資運用目的で株式を所有しております。これらの株式には価格変

動が大きい公開会社の株式と、株価の決定が困難な非公開株式の株式が含まれております。公開会社への投資の場合、時価

が簿価の50％以上下落した場合には即時に減損処理しております。また、その下落幅が30％から50％の幅にある場合には、

さらに６ヶ月前、１年前いずれにおいても下落幅が30％から50％の幅に該当する場合に減損処理しております。非公開会社

への投資の場合、会社の純資産額が、公開会社への上記基準に該当している場合に減損処理しております。ただし、土地等

の含み益があり実質純資産額でみた場合に、基準をはずれると反証できる場合には減損処理の対象から除外しております。 

  

③繰延税金資産 

当社グループでは、繰延税金資産の判定に当たって慎重な判断を行い、評価性引当額を計上することによって実現可能性

の高い金額への修正を行っております。評価性引当額の必要性を評価するに当たっては、将来の課税所得と継続的な税務計

画を慎重に判断し、いわゆるスケジューリング不能と判断された場合にはこれを実現できないものとし、繰延税金資産の調

整額として費用に計上しております。 

  

④退職給付費用 

従業員退職給付費用及び債務は、数理計算上で設定される前提条件に基づいて算出されております。これらの前提条件に

は、割引率、退職率、死亡率及び年金資産の期待運用収益率などが含まれております。当社の年金制度において、割引率は

従業員の平均残存勤務期間17年に近似する20年長期国債の５年間の平均利回りに対応する率を選定しております。期待運用

収益率は、年金資産のポートフォリオ、過去の運用実績、運用方針及び市場動向等を考慮して決定しております。なお子会

社の年金制度においては、従業員が少ない小規模企業としての簡便法により計算した退職給付債務を用いて、退職給付引当

金及び退職給付費用を計上しております。 

  



 (2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

①売上高 

当連結会計年度の当社グループ全体の売上高は、406億78百万円（前期比89百万円、0.2％増）と増収になりました。これは

ラジオとテレビの売上が前期を下回った一方で、催物事業や広告代理業、不動産賃貸業、ゴルフ場事業の売上が伸びたことに

よるものです。部門別の状況は次のとおりです。 

当社グループの中心となる放送関連部門は、375億96百万円（前期比69百万円、0.2％増）と増収になりました。これは、テ

レビが主力のテレビスポットで前年割れが続くなどしたため前期を下回り、ラジオも前期にあった「愛・地球博」公式ＦＭ

「ＦＭ ラヴァース」の運営収入がなかったため前期に及ばなかった一方で、催物が大型のロック公演が相次ぎ売上を大きく

伸ばすとともに、広告代理業も新聞、雑誌への出稿が伸び前期を上回ったためです。 

不動産賃貸部門は、東京の賃貸ビルが期初から満室となったことなどにより、15億56百万円（前期比32百万円、2.1％増）と

増収になりました。 

その他部門は、利用客の増加によりゴルフ場事業が大きく売上を伸ばしたものの、保険代理業の売上減が響き、15億25百万

円（前期比12百万円、0.8％減）と減収になりました。 

  

②売上原価、販売費及び一般管理費 

売上原価、販売費及び一般管理費の合計は、362億36百万円（前期比１億42百万円、0.4％増）となりました。これは、年金

資産の好調な運用による退職給付費用の減少や、前期にあった万博出展費用がなくなった一方で、デジタル投資に伴う減価償

却費、テレビ番組費、催物の売上増に対応する費用などが増加したことによるものです。 

  

③営業利益 

営業利益は、44億41百万円（前期比52百万円、1.2％減）と減益になりました。部門別の状況は次のとおりです。 

放送関連部門は、34億11百万円（前期比２億16百万円、6.0％減）と減益になりました。不動産賃貸部門は、９億19百万円

（前期比１億25百万円、15.9％増）と増益になりました。その他部門は、１億12百万円（前期比39百万円、54.2％増）と増益

になりました。その他部門が減収ながらも増益となったのは、利用客増が利益と直結するゴルフ場事業が好調だったためで

す。 

  

④営業外損益 

営業外収益は、３億４百万円（前期比38百万円、14.5％増）となりました。これは、金融機関を中心とした増配により受取

配当金が38百万円増加したことが主な要因です。 

営業外費用は、１億10百万円（前期比２億12百万円、65.9％減）となりました。これは主に、固定資産除却損が１億69百万

円、借入金の完済に伴い支払利息が17百万円減少したことによるものです。 

  

⑤経常利益 

経常利益は、46億36百万円（前期比１億98百万円、4.5％増）と増益になりました。 

  



⑥特別損益 

特別利益は、１億45百万円（前期比１億25百万円、46.2％減）となりました。これは、投資有価証券売却益が71百万円、貸

倒引当金戻入益が53百万円減少したことによるものです。貸倒引当金戻入益につきましては、前期はゴルフ場の会員権制度終

了に伴う退会による戻入が65百万円ありましたが、当期は大きな戻入はありませんでした。 

特別損失は、１億94百万円（前期比６億69百万円、77.5％減）となりました。これは主に、固定資産除却損がデジタル投資

に伴うものを中心に１億13百万円発生したものの、投資有価証券評価損が７億44百万円減少したことによるものです。投資有

価証券評価損が前期大きかったのは、ＢＳデジタル放送会社の評価損を８億11百万円計上していたためです。 

  

⑦税金等調整前当期純利益 

税金等調整前当期純利益は、45億87百万円（前期比７億42百万円、19.3％増）と増益になりました。 

  

⑧税金費用 

税金費用は、税金等調整前当期純利益の増加に対応して、20億46百万円（前期比１億43百万円、7.6％増）となりました。 

また、税金等調整前当期純利益に対する税金費用の負担率は前期の49.5％から44.6％になりました。これは主に、評価性引

当額の追加計上が前期に比べ減少したことに伴うものです。 

  

⑨少数株主利益 

 少数株主利益は、連結子会社の㈱千代田会館が増益となったことに対応して、49百万円（前期比25百万円、104.6％増)とな

りました。 

  

⑩当期純利益 

以上の結果、当期純利益は、24億91百万円（前期比５億73百万円、29.9％増）となりました。 

  

(3)経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループでは、今後も地上デジタル放送の視聴エリア拡充や番組の高画質（ＨＤ）化に関連する設備投資が続き、これ

に伴う減価償却が高水準で推移し、利益を押し下げる見通しです。 

 なお、この他の経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「４ 事業等のリスク」に記載のとおりであります。

  

(4) 財政状態の分析 

 ①資産の部 

当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末に比べて13億65百万円増加し、718億30百万円となりました。これ

は、保有株式の含み益の減少により投資有価証券が10億99百万円減少した一方で、デジタル投資に伴い機械装置及び運搬具

が８億１百万円、年金資産の好調な運用により前払年金費用が６億18百万円、受取手形及び売掛金が５億94百万円それぞれ

増加したことなどによるものです。 



  ②負債の部 

 当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べて１億66百万円減少し、238億20百万円となりました。これ

は、設備投資が年度後半に集中したことに伴い設備支払手形が８億25百万円増加した一方で、短期借入金が２億35百万円、

一年以内返済長期借入金が４億45百万円、未払法人税等が２億68百万円それぞれ減少したことなどによるものです。 

  ③純資産の部 

 当連結会計年度末における純資産（従来の資本及び少数株主持分の合計）は、前連結会計年度末に比べて15億32百万円増

加し、480億９百万円となりました。これは、保有株式の含み益の減少に伴いその他有価証券評価差額金が５億37百万円減少

した一方で、当期純利益の計上により利益剰余金が20億36百万円増加したことなどによるものです。 

  

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

  ①キャッシュ・フローの状況 

 キャッシュ・フローの状況につきましては、「１ 業績等の概要 (2)キャッシュ・フローの状況」に記載のとおりであり

ます。   

  ②資金需要及び財務政策 

 当社グループの主な資金需要は、テレビやラジオの放送における番組制作や送出に係る費用の他、地上デジタル放送のた

めの視聴エリア拡充や番組の高画質（ＨＤ）化に関連した設備取得に係る支出が今後も見込まれております。 

 当社グループは、健全な財務状態及び営業活動によるキャッシュ・フローを生み出す能力により、当社グループの成長を

維持するために将来必要な運転資金及び設備投資に要する資金を調達することが可能と考えております。 

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資額（無形固定資産を含む）は、39億36百万円であります。 

 部門別では、次のとおりであります。 

  

（放送関連部門） 

番組のＨＤ（高画質）化に対応するため報道番組やスポーツ番組制作用のスタジオを改修したり、地上デジタ

ル放送の視聴エリアを拡充するためデジタルテレビ放送所を３ヶ所新設するなど、32億44百万円の設備投資を実

施いたしました。 

（不動産賃貸部門） 

名古屋市内における賃貸用マンションの建設を中心に、６億34百万円の設備投資を実施いたしました。 

（その他部門） 

ゴルフ場事業におけるコースの改修など、58百万円の設備投資を実施いたしました。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



２ 【主要な設備の状況】 

当社グループにおける主要な設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、有形固定資産の「工具器具備品」及び「建設仮勘定」、及び無形固定資産の合計でありま
す。 

２ 本社本館の従業員数は、放送センターに含まれています。 
３ グランパルクは、アピタ長久手店としてユニー㈱に賃貸しております。 
４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、有形固定資産の「工具器具備品」及び「建設仮勘定」、及び無形固定資産の合計でありま
す。 

２ 帳簿価額のうち「土地」欄中段( )数字は所有している面積であり、下段［ ］数字は連結会社以外から賃借している面
積であります。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

(3) 在外子会社 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社がないため、該当事項はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当連結会計年度末において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの 

名称 
設備の内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

放送センター 
(愛知県 
名古屋市中区) 

放送関連 放送設備等 3,753 4,088
1,073

(       3)
835 9,750 264

本社本館 
(愛知県 
名古屋市中区) 

放送関連 本社設備等 1,370 698
440

(       3)
264 2,774 ―

東京支社 
(東京都 
千代田区) 

放送関連 放送設備等 23 6
24

(       1)
12 67 32

長島ラジオ送信所 
(三重県桑名市) 

放送関連 
ラジオ 
送信設備 

32 197
276

(      33)
0 506 ―

名古屋テレビ塔 
(愛知県 
名古屋市中区) 

放送関連 
テレビ 
送信設備 

4 61
―

(     ―)
0 66 ―

瀬戸デジタル 
テレビ送信所 
(愛知県瀬戸市) 

放送関連 
デジタル 
テレビ 
送信設備 

250 141
22

(       1)
3 418 ―

グランパルク 
(愛知県 
長久手町) 

不動産賃貸 商業施設 3,727 1
4,683

(      29)
3 8,416 ―

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種
類別セグ
メントの
名称 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積千㎡)

その他 合計 

㈱南山カ
ントリー
クラブ 

南山カント
リークラブ 
(愛知県 
豊田市) 

その他 ゴルフ場 692 66
3,010

(   1,156) 60 3,829 56

㈱千代田
会館 

千代田会館 
(東京都 
千代田区) 

不動産 
賃貸 

賃貸ビル 1,015 ―
―

(      ―)
［  1］

4 1,020 5



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 
  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 
  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 
  

(注) 株主割当 １：0.1 

発行価格 50円 資本組入額 50円 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

(注) １ 自己株式 328,025株は、「個人その他」に 3,280単元、「単元未満株式の状況」に25株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、 14単元含まれております。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 26,400,000 26,400,000
名古屋証券取引所
市場第一部 

― 

計 26,400,000 26,400,000 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 

(百万円) 

昭和53年４月１日 2,400 26,400 120 1,320 ― 654

区分 

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株) 
政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 
個人以外 個人

株主数 
(人) 

15 24 6 99 43 ― 2,570 2,757 ―

所有株式数 
(単元) 

14,541 74,955 210 101,236 28,316 ― 44,427 263,685 31,500

所有株式数 
の割合(％) 

5.51 28.42 0.08 38.40 10.74 ― 16.85 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

(注)１．シュローダー証券投信投資顧問㈱(東京都千代田区丸の内一丁目11番１号)から、平成19年４月10日付で提出された大量保

有報告書の変更報告書により平成19年４月３日現在で2,793千株(所有株式割合10.58％) を所有しているとの報告を受け

ていますが、当社としては当連結会計年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。 

２．㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)から、平成18年８月15日付で提出された

大量保有報告書の変更報告書により平成18年７月31日現在で1,319千株(所有株式割合5.00％)を所有しているとの報告を受

けていますが、当社としては当連結会計年度末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況

には含めておりません。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

株式会社中日新聞社 名古屋市中区三の丸一丁目６番１号 2,602 9.85

竹田本社株式会社 愛知県犬山市字新川１番11 1,700 6.43

ジェーピー モルガン チェー

ス バンク ３８２０９３ 

（常任代理人 株式会社 

みずほコーポレート銀行） 

125 ロンドン ウォール ロンドン

ＥＣ２Ｙ ５ＡＪ、英国 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

1,371 5.19

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,300 4.92

住友信託銀行株式会社 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 1,167 4.42

株式会社ナゴヤドーム 名古屋市東区大幸南一丁目１番１号 1,040 3.93

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 901 3.41

中部電力株式会社 名古屋市東区東新町１番地 883 3.34

株式会社名古屋銀行 名古屋市中区錦三丁目19番17号 825 3.12

名古屋鉄道株式会社 名古屋市中村区名駅一丁目２番４号 822 3.11

計 ― 12,614 47.78



(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、1,400株含まれております。 

   なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数14個が含まれておりません。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

  

(8) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
 普通株式   328,000  ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 26,040,500 260,391 ― 

単元未満株式 普通株式   31,500 ― ― 

発行済株式総数 26,400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 260,391 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 

(株) 

他人名義
所有株式数 

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
中部日本放送株式会社 

名古屋市中区新栄一丁目２
番８号 

328,000 ― 328,000 1.24

計 ― 328,000 ― 328,000 1.24



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

     該当事項はありません。 

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 旧商法第221条第６項による取得 

  

 会社法第155条第７号による取得 

(注) 当期間における取得自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数

は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

(注) 当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式数

は含めておりません。 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項及び会社法第155条第７号による普通株式の取得 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 65 98 

当期間における取得自己株式 ― ― 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円) 

当事業年度における取得自己株式 579 737 

当期間における取得自己株式 77 115 

区分 
当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(千円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(千円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(市場で売却) ― ― ― ― 

保有自己株式数 328,025 ― 328,102 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、放送という公共性の高い事業の性格上、長期にわたり安定的な経営基盤を確保することが重要と考え、配当方針につ

きましても安定配当の継続を基本方針としてまいりました。 

今後も、この基本方針を維持いたしますが、同時に、株主の皆様への利益還元重視の姿勢をより明確にするため、利益配分を

毎期の業績に連動することにいたしました。 

平成 19 年３月期以降の配当金は、配当性向を基準とし、当面、当社個別当期純利益の 20％を目安といたします。なお、利益水

準にかかわらず、安定配当部分として、最低年間１株当たり10円を維持いたします。 

この方針に基づいて、当事業年度の配当につきましては、1 株当たり年間 17 円 50 銭の配当とし、このうち、中間配当は５円、

期末配当は12円50銭といたします。 

内部留保の使途については、放送のデジタル化の推進に向けた設備の新設や機器の更新等に備えていくこととしております。 

なお、当社は、中間期末日、期末日を基準にした年２回の配当を基本的な方針としています。配当の決定機関は、中間配当は

取締役会、期末配当は株主総会であります。 

  

   （注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

  

           

          

         

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 
  

(注) 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、名古屋証券取引所市場第一部におけるものであります。 

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たりの配当額（円） 

 平成18年11月15日 

 取締役会決議 
130 5 

 平成19年６月28日 

 定時株主総会決議  
325 12.5 

回次 第77期 第78期 第79期 第80期 第81期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高(円) 880 1,100 1,569 1,550 1,698

最低(円) 701 730 983 1,204 1,040

月別 平成18年10月 18年11月 18年12月 平成19年１月 19年２月 19年３月 

最高(円) 1,320 1,245 1,300 1,330 1,325 1,530

最低(円) 1,220 1,040 1,138 1,202 1,250 1,300



５ 【役員の状況】 

  
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
(百株) 

代表取締役 
社長 

  

夏 目 和 良 昭和16年７月７日

昭和40年４月 当社入社

(注)３ 238

平成10年12月 当社テレビ営業局長

平成11年６月 当社取締役テレビ営業局長 
平成13年６月 当社常務取締役

平成15年６月 当社代表取締役社長(現) 

取締役 
相談役 

  

大 島 宏 彦 昭和９年４月26日

昭和56年６月 ㈱中日新聞社常務取締役 

(注)３ ―

昭和56年６月 当社監査役

平成元年６月 当社取締役

平成３年６月 ㈱中日新聞社代表取締役社長 
平成７年６月 当社取締役相談役(現)

平成９年３月 ㈱中日新聞社代表取締役会長 
平成11年６月 東海テレビ放送㈱代表取締役

(現) 
平成11年６月 東海ラジオ放送㈱代表取締役会

長 
平成15年６月 ㈱中日新聞社取締役最高顧問

(現)   
平成17年６月 東海ラジオ放送㈱取締役会長 
平成19年６月 同社代表取締役会長(現) 

取締役 
副社長 

社長補佐、
ＣＢＣクラ
ブ事務局、
番組審議会
事務局 担
当 

安 井   裕 昭和17年12月５日

昭和40年４月 当社入社

(注)３ 122

平成10年６月 当社編成局長

平成11年６月 当社取締役編成局長

平成13年６月 当社常務取締役

平成15年６月 当社専務取締役

平成17年６月 当社取締役副社長(現)

専務取締役 

事業部門統
括、事 業
局、クラウ
ン ズ 事 務
局、国際音
楽祭事務局 
担当 

村 瀬 元一郎 昭和26年２月15日

昭和48年４月 当社入社

(注)３ 69

平成13年４月 当社東京支社長

平成13年６月 当社取締役東京支社長

平成17年６月 当社常務取締役

平成19年６月 当社専務取締役(現)

専務取締役 
ラジオ部門
統括、ラジ
オ局 担当 

鶴 見 和 義 昭和24年12月７日

昭和48年４月 当社入社

(注)３ 211

平成13年４月 当社ラジオ局長

平成13年６月 当社取締役ラジオ局長

平成17年６月 当社常務取締役

平成19年６月 当社専務取締役（現）

常務取締役 

テレビ営業
局、東京支
社、大阪支
社 担当 

塩 原   実 昭和22年12月22日

昭和46年４月 当社入社 

(注)３ 148

平成13年４月 当社事業局長 

平成15年６月 当社取締役テレビ営業局長 

平成17年６月 当社取締役東京支社長 

平成19年６月 当社常務取締役（現） 

常務取締役 

テレビ編成
局、報 道
局、論 説
室、テレビ
制作局、ス
ポ ー ツ 局 
担当 

原  裕 二 郎 昭和24年８月10日

昭和48年４月 当社入社 

(注)３ 44
平成13年４月 当社テレビ編成局長 

平成15年６月 当社取締役テレビ編成局長 

平成19年６月 当社常務取締役（現） 

常務取締役 

労務、社長
室、総 務
局、グルー
プ会社 担
当 

大 石 幼 一 昭和28年２月６日

昭和50年４月 当社入社 

(注)３ 14
平成17年４月 当社社長室長 

平成17年６月 当社取締役社長室長 

平成19年６月 当社常務取締役（現） 

取締役   箕 浦 宗 吉 昭和２年２月27日

平成２年６月 名古屋鉄道㈱代表取締役副社長 

(注)３ ―
平成４年６月 当社取締役(現)

平成11年６月 名古屋鉄道㈱代表取締役会長 
平成17年10月 同社取締役相談役(現)

取締役   小 山   勇 昭和10年１月29日

平成９年３月 ㈱中日新聞社代表取締役副社長 
(注)３ ―平成９年６月 当社取締役(現)

平成15年６月 ㈱中日新聞社取締役顧問(現) 

取締役   岡 谷 篤 一 昭和19年５月14日

昭和60年５月 岡谷鋼機㈱代表取締役常務 
(注)３ ―平成２年５月 同社代表取締役社長(現) 

平成９年６月 当社取締役(現)

取締役   清 水 定 彦 昭和５年12月13日

平成６年６月 東邦瓦斯㈱代表取締役社長 

(注)３ ―
平成11年６月 当社取締役(現)

平成12年６月 東邦瓦斯㈱代表取締役会長 
平成16年６月 同社相談役(現）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数



  
(注) １ 取締役大島宏彦、箕浦宗吉、小山 勇、岡谷篤一、清水定彦、岡田邦彦及び大島寅夫は、会社法第２条 

     第15号に定める社外取締役であります。 

    ２ 監査役西垣 覚、川口文夫及び柴田昌治は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ３ 任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会の終結の 

時までであります。 

    ４ 任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会の終結の 

時までであります。 

    ５ 任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会の終結の 

時までであります。  

(百株)

取締役   岡 田 邦 彦 昭和10年７月11日

平成11年５月 ㈱松坂屋代表取締役社長 

(注)３ ―

平成11年６月 当社取締役(現)

平成16年５月 ㈱松坂屋代表取締役社長執行役員 

平成18年５月 

平成18年９月 
平成18年９月 

同社代表取締役会長執行役員 
同社代表取締役会長(現) 
㈱松坂屋ホールディングス代表取

締役会長（現） 

取締役   大 島 寅 夫 昭和10年２月７日

平成13年６月 ㈱中日新聞社代表取締役専務 

(注)３ ―平成13年６月 当社取締役(現) 

平成15年６月 ㈱中日新聞社代表取締役社長(現) 

取締役 
技 術 局 担
当、技術局
長 

石 野 孝 之 昭和26年11月11日

昭和49年４月 当社入社 

(注)３ 18平成15年６月 当社技術局長 

平成18年６月 当社取締役技術局長(現) 

取締役 総務局長 大 海 和 久 昭和25年１月14日

昭和47年４月 当社入社 

(注)３ 17

平成７年７月 当社報道局報道部長 

平成11年３月 当社経営管理局人事部長 

平成13年４月 当社総務局長 

平成17年４月 当社報道局長 

平成19年６月 当社取締役総務局長（現） 

取締役 東京支社長 犬 飼 康 博 昭和24年８月23日

昭和49年４月 当社入社 

(注)３ 30

平成９年６月 当社東京支社テレビ営業部長 

平成15年６月 当社万博・空港推進室長 

平成17年10月 当社ラジオ局長 

平成19年６月 当社取締役東京支社長（現） 

常勤監査役   佐 橋 嘉 彦 昭和８年４月27日

昭和63年１月 ㈱中日新聞社中日スポーツ総局長 

(注)４ 135

平成元年６月 当社取締役テレビ編成局専任局長 

平成３年６月 当社常務取締役 

平成７年６月 当社専務取締役 

平成９年６月 ㈱中日新聞社取締役(現) 

平成９年６月 当社代表取締役専務 

平成11年６月 当社代表取締役副社長 

平成15年６月 当社常勤監査役(現) 

常勤監査役   増 尾 利 幸 昭和19年10月26日

昭和42年４月 当社入社 

(注)５ 93平成10年６月 当社総務局長 

平成13年６月 当社常勤監査役(現) 

監査役   西 垣   覚 昭和10年３月４日

平成10年４月 ㈱東海銀行代表取締役会長 

(注)５ ―

平成10年６月 当社監査役(現) 

平成14年１月 ㈱ＵＦＪ銀行特別顧問 

平成18年１月 ㈱三菱東京ＵＦＪ銀行名誉顧問

(現） 

監査役   川 口 文 夫 昭和15年９月８日

平成13年６月 中部電力㈱代表取締役社長 

(注)５ ―平成13年６月 当社監査役(現) 

平成18年６月 中部電力㈱代表取締役会長(現) 

監査役   柴 田 昌 治 昭和12年２月21日

平成６年６月 日本碍子㈱代表取締役社長 

(注)４ ―平成14年６月 同社代表取締役会長（現） 

平成19年６月 当社監査役(現) 

計 1,140



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

  

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社グループは、ラジオ、テレビの放送を通じてすぐれた報道、情報、娯楽番組を提供し、地域社会や文化に貢献することを

経営の基本理念にしています。このため、放送事業を中心とする公共性の高い企業グループとして、長期にわたり安定的に経営

基盤を確保することを重要な経営目標としています。 

  

(2) コーポレート・ガバナンスの体制の状況 

  以下の記載は、平成19年３月31日現在の状況に基づくものであります。 

  
〈会社の機関〉 

当社は、監査役制度を採用しており、取締役は19名、監査役は５名という経営体制となっています。 

事業年度における取締役の経営責任を明確にするため、取締役の任期を１年としています。 

取締役のうち、７名を社外取締役とし、経営の透明性、公正性の確保に努めております。 

また、監査役につきましても、５名のうち、３名を社外監査役とし、監査監督機能の強化に努めております。 

なお、役員の定数について、定款では、取締役20名以内、監査役５名以内とする旨を定めています。 

                        

 

〈内部統制システム整備の状況〉 

当社は、会社法および会社法施行規則に基づき、以下のとおり、当社の業務の適正を確保するための体制（以下「内部統

制」という）を整備しています。   

  

①取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制 

 当社は、経営の透明性、公正性確保のため、業務の適正化に必要な知識と経験を有した社外取締役を選任しており、監査

に関しても実効性を確保するため、取締役から独立した社外監査役を選任し、監査監督機能の強化に努めています。 

 また当社は、常務以上の取締役と各業務部門の責任者から構成される内部統制委員会を設け、内部統制が有効に機能する

ための体制を整備しています。 



 コンプライアンスの推進については、「ＣＢＣグループ行動憲章」を制定し、当社及びグループ各社の役職員が、法令、

定款及び社会規範を遵守した行動をとるための規範としています。 

 その徹底を図るため、当社に関しては総務部法務セクションにおいて、またグループ各社に関しては経営企画部が、コン

プライアンスの取り組みを横断的に統括し、役職員教育等を行っています。 

 これらの活動は、定期的に取締役会及び監査役会に報告されることにしています。 

 当社及びグループ各社における業務プロセスの適正性、妥当性、効率性などは、当社経営監査室が監査しています。経営

監査室は、社長直轄で、人員は３名です。 

 また、当社及びグループ各社における法令上疑義のある行為等を、早期に発見し是正することを目的として、内部通報制

度（「ＣＢＣホットライン」）を設置しています。 

  

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項 

 当社は、文書規程及び稟議規程を制定しており、取締役の職務執行に係る情報は、文書または電磁的媒体に記録し、保存

しています。 

  

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 当社は、経営危機管理規程を制定しており、当社及びグループ各社にコンプライアンス、損害賠償、災害、情報セキュリ

ティ等に係る経営危機が発生した場合、社長を委員長とする危機管理委員会をすみやかに開催し、適切に対応することにし

ています。 

   また、将来発生する恐れのある危機を想定し、万一の場合に備えた予防策を検討しています。  

  

④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制   

当社は、役職員が共有する全社的な目標として、中期経営計画及び各年度の部門別予算を立案しており、業務担当取締役

はそれぞれの部門毎に、その目標達成に向けた効率的な方法を定めています。 

 取締役会はその進捗状況を定期的に再検討し、改善を促すこととし、全社的な業務の効率化を実現します。 

 また当社は、経営環境の変化に迅速に対応し、最適な経営体制を機動的に構築するほか、事業年度における経営責任を明

確にするため、取締役の任期を１年としています。 

  

⑤当会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制    

 当社は、企業集団としての経営効率の向上を目的として、関係会社管理規程を制定しており、この規程に従い当社社長室

がグループ各社の法令遵守、リスク管理、効率性向上のための施策を実施しています。 

 また、グループ各社に内部統制コンプライアンス責任者を配置し、適正な内部統制が図れるよう体制を整備しています。 

 当社及びグループ各社の内部監査は当社経営監査室が行い、必要に応じて内部統制の改善策を提言しています。  

  



⑥監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項ならびにその使 

 用人の取締役からの独立性に関する事項    

 現在、監査役の職務を補助すべき使用人はいませんが、監査役が求めた場合、監査業務補助のため使用人を置くこととし

ています。 

 なお、当該使用人は取締役の指揮命令に服さないものとしています。 

  

⑦取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制    

 取締役及び使用人は、監査役に対して、法令に違反する事実、当社及びグループ各社に重大な影響を及ぼす事実を発見し

たときには、当該事実に関する事項を速やかに報告する体制を整備しています。 

 また、取締役及び使用人は、監査役から業務執行に関する事項の報告を求められた場合には、速やかに報告します。 

 報告の方法については、取締役と監査役との協議により決定します。 

  

⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制    

 監査役会、経営監査室、および会計監査人による三様監査会議を定期的に開催し、適切な監査業務を確保しています。 

  

〈適正な情報開示を確保するための体制〉 

当社では、情報開示の重要性を認識しており、社内に専務取締役を委員長とする情報開示委員会を設置し、適切、的確に情報

を開示するための体制を整えています。 

開示する情報や、監督官庁などに提出する書類などの作成において、記載の誤りのないよう、対応しています。 

  

〈会計監査の状況〉   

当社は、会社法及び証券取引法に基づく会計監査について、監査法人トーマツと契約しております。同監査法人及び当社監査

に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はなく、また同監査法人は、すでに自主的に業務執行社

員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっております。 

当期において、会計監査業務を執行した公認会計士は、松井夏樹、内山隆夫であり、また、会計監査業務に係る補助者は、公

認会計士５名、会計士補等６名、その他２名であります。 

  

〈社外取締役及び社外監査役との関係〉 

①他の法人等の役員等の就任状況 

     社外取締役大島宏彦氏は、株式会社中日新聞社の取締役最高顧問ならびに東海テレビ放送株式会社の代表取締役でありま

す。東海テレビ放送株式会社は、当社と同一の部類に属する事業を行っております。株式会社中日新聞社は当社の株主であ

り、当社は株式会社中日新聞社および東海テレビ放送株式会社との間で営業上の取引があります。  

     社外取締役箕浦宗吉氏は、名古屋鉄道株式会社の取締役相談役ならびに名古屋商工会議所の会頭であります。名古屋鉄道

株式会社は当社の株主であり、当社との間で営業上の取引があります。  

     社外取締役小山勇氏は、株式会社中日新聞社の取締役顧問であります。株式会社中日新聞社は当社の株主であり、当社と

の間で営業上の取引があります。 



     社外取締役岡谷篤一氏は、岡谷鋼機株式会社の代表取締役社長であります。岡谷鋼機株式会社は当社の株主であります。 

     社外取締役清水定彦氏は、東邦瓦斯株式会社の相談役であります。東邦瓦斯株式会社は当社の株主であり、当社との間で

営業上の取引があります。 

     社外取締役岡田邦彦氏は、株式会社松坂屋ホールディングスの代表取締役会長であります。株式会社松坂屋ホールディン

グスの子会社である株式会社松坂屋は当社の株主であり、当社との間で営業上の取引があります。 

     社外取締役大島寅夫氏は、株式会社中日新聞社の代表取締役社長であります。株式会社中日新聞社は当社の株主であり、

当社との間で営業上の取引があります。 

     社外監査役瀧季夫氏は、瀧定名古屋株式会社の取締役会長であります。瀧定名古屋株式会社は当社の株主であり、当社と

の間で営業上の取引があります。 

     社外監査役西垣覚氏は、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行の名誉顧問であります。株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は当社の株主

であり、当社との間で営業上の取引があります。 

     社外監査役川口文夫氏は、中部電力株式会社の代表取締役会長であります。中部電力株式会社は当社の株主であり、当社

との間で営業上の取引があります。 

  

②責任限定契約の内容の概要 

     当社は、社外取締役の大島宏彦、箕浦宗吉、小山勇、岡谷篤一、清水定彦、岡田邦彦、大島寅夫の各氏および社外監査役

の瀧季夫、西垣覚、川口文夫の各氏と、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく賠償責任の限度額は法令で定める最低責任限度額であります。 

  

(3) 取締役および監査役の報酬等の総額 

取締役     19名     405百万円 

監査役      5名      67百万円 

うち社外役員  10名     73百万円 

  （注）1. 取締役および監査役は、当事業年度末日直前の定時株主総会の翌日以降に在任していた者であります。
 

     2. 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

     3. 報酬等の額には、当期の役員賞与引当額および役員退職慰労引当金の当期増加額が含まれております。 

  

(4) 監査報酬の内容 

当社の会計監査人である監査法人トーマツへの報酬の額 

①公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬         21 百万円 

②上記以外の報酬                      ９ 百万円 

（注）上記②は、内部統制構築に関する助言契約および内部監査に関する助言契約に関するものであります。 

  

(5) 剰余金の配当の機関決定 

当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めのある場合を除き、取締役会の

決議により定めることができる旨を定款に定めています。 

  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)及

び前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで)及び当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      

Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   10,368 10,215  

２ 受取手形及び売掛金 ※８   8,156 8,751  

３ 有価証券   165 713  

４ たな卸資産   50 55  

５ 繰延税金資産   483 478  

６ その他   577 655  

貸倒引当金   △12 △2  

流動資産合計   19,789 28.1 20,865 29.0

Ⅱ 固定資産      

１ 有形固定資産      

(1) 建物及び構築物 ※３ 23,323 23,570    

減価償却累計額 △10,933 12,389 △11,644 11,926  

(2) 機械装置及び 
  運搬具 

23,396 23,973    

減価償却累計額 △18,083 5,312 △17,859 6,113  

(3) 土地 
※１ 
※３ 

  10,161 10,159  

(4) 建設仮勘定   139 683  

(5) その他 1,373 1,356    

減価償却累計額 △1,020 352 △1,042 313  

有形固定資産合計   28,356 40.2 29,198 40.7

２ 無形固定資産   934 1.3 940 1.3

３ 投資その他の資産      

(1) 投資有価証券 ※２   18,758 17,658  

(2) 前払年金費用   1,759 2,377  

(3) 繰延税金資産   195 194  

(4) その他   1,018 903  

貸倒引当金   △347 △309  

投資その他の資産合計   21,384 30.4 20,824 29.0

固定資産合計   50,675 71.9 50,964 71.0

資産合計   70,465 100.0 71,830 100.0



  

  
  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 支払手形及び買掛金   266 225  

２ 短期借入金   235 ―  

３ 一年以内返済 
  長期借入金 

※３   445 ―  

４ 役員賞与引当金   ― 87  

５ 未払費用   3,186 3,287  

６ 未払法人税等   1,317 1,049  

７ その他 ※８   3,154 4,036  

流動負債合計   8,604 12.2 8,686 12.1

Ⅱ 固定負債      

１ 繰延税金負債   5,139 4,947  

２ 退職給付引当金   577 572  

３ 役員退職慰労引当金   465 420  

４ 永年勤続表彰引当金   23 24  

５ 預り保証金   8,387 8,436  

６ 長期前受収益   788 730  

固定負債合計   15,382 21.8 15,133 21.1

負債合計   23,987 34.0 23,820 33.2

(少数株主持分)      

少数株主持分   609 0.9 ― ―

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※４   1,320 1.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金   654 0.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金   37,986 53.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   6,255 8.9 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※５   △346 △0.5 ― ―

資本合計   45,868 65.1 ― ―

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

  70,465 100.0 ― ―



  

  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― 1,320  

２ 資本剰余金   ― 654  

３ 利益剰余金   ― 40,022  

４ 自己株式   ― △347  

株主資本合計   ― ― 41,648 58.0

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― 5,717  

評価・換算差額等合計   ― ― 5,717 7.9

Ⅲ 少数株主持分   ― ― 643 0.9

純資産合計   ― ― 48,009 66.8

負債純資産合計   ― ― 71,830 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高   40,588 100.0 40,678 100.0

Ⅱ 売上原価   19,344 47.7 22,172 54.5

売上総利益   21,243 52.3 18,505 45.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   16,748 41.2 14,063 34.6

営業利益   4,494 11.1 4,441 10.9

Ⅳ 営業外収益      

１ 受取利息 8 14    

２ 受取配当金 150 188    

３ 有価証券売却益 4 0    

４ 雑収入 102 265 0.6 100 304 0.8

Ⅴ 営業外費用      

１ 支払利息 108 91    

２ 有価証券売却損 0 ―    

３ 固定資産除却損 179 10    

４ 貸倒引当金繰入額 13 4    

５ 雑損失 20 322 0.8 4 110 0.3

経常利益   4,437 10.9 4,636 11.4

Ⅵ 特別利益      

１ 投資有価証券売却益 193 122    

２ 貸倒引当金戻入益 77 270 0.7 23 145 0.4

Ⅶ 特別損失      

１ 投資有価証券売却損 14 0    

２ 投資有価証券評価損 811 66    

３ 会員権売却損 1 ―    

４ 会員権評価損 1 1    

５ 固定資産除却損 ※３ ― 113    

６ 固定資産売却損 ※４ ― 0    

７ 貸倒引当金繰入額 13 ―    

８ 減損損失 ※２ 21 863 2.1 10 194 0.5

税金等調整前当期純利益   3,845 9.5 4,587 11.3

法人税、住民税及び事業税 1,609 1,848    

法人税等調整額 293 1,902 4.7 197 2,046 5.1

少数株主利益   24 0.1 49 0.1

当期純利益   1,918 4.7 2,491 6.1



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

    
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   654 

Ⅱ 資本剰余金期末残高   654 

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   36,474 

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 当期純利益   1,918 1,918 

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金   312   

２ 役員賞与   93   

（うち監査役賞与）   (13) 406 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   37,986 



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

※平成18年６月の定時株主総会の利益処分項目であります。 

  

  

  

項目 

株主資本 評価・換算差額等 

少数株 
主持分 

純資産

合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本

合計 

その他有

価証券評 
価差額金 

評価・換算

差額等合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 

1,320 654 37,986 △346 39,613 6,255 6,255 609 46,477 

連結会計年度中の変動額                   

 自己株式の取得       △0 △0       △0 

 剰余金の配当※     △234   △234       △234 

 剰余金の配当     △130   △130       △130 

 役員賞与の支給額※     △90   △90       △90 

 当期純利益     2,491   2,491       2,491 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の 
 変動額（純額） 

          △537 △537 34 △503 

連結会計年度中の変動額合

計(百万円) 
― ― 2,036 △0 2,035 △537 △537 34 1,532 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 

1,320 654 40,022 △347 41,648 5,717 5,717 643 48,009 



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益   3,845 4,587

減価償却費   2,665 2,932

減損損失   21 10

貸倒引当金の減少額   △309 △47

役員賞与引当金の増加額   ― 87

退職給付引当金の増減額（△は減少額）   34 △4

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少額）   36 △44

永年勤続表彰引当金の増減額（△は減少額）   △5 1

受取利息及び受取配当金   △159 △203

支払利息   108 91

固定資産除却損   179 123

固定資産売却損   ― 0

有価証券売却益   △4 △0

有価証券売却損   0 ―

投資有価証券売却益   △193 △122

投資有価証券売却損   14 0

投資有価証券評価損   811 66

会員権売却損   1 ―

会員権評価損   1 1

売上債権の増減額（△は増加額）   82 △594

たな卸資産の増減額（△は増加額）   8 △4

仕入債務の減少額   △0 △40

未払消費税等の増減額（△は減少額)   △283 101

その他資産の増減額（△は増加額)   61 △640

その他負債の減少額   △112 △30

役員賞与の支払額   △93 △90

少数株主が負担した役員賞与支払額   △3 △3

小計   6,707 6,180

利息及び配当金の受取額   159 192

利息の支払額   △22 △3

法人税等の支払額   △821 △2,110

営業活動によるキャッシュ・フロー   6,022 4,258



  

  

   
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金への預入による支出   △259 △614

定期預金の払戻しによる収入   159 269

有価証券の取得による支出   ― △2,246

有価証券の売却による収入   408 2,301

有形・無形固定資産の取得による支出   △2,624 △3,098

有形・無形固定資産の売却による収入   ― 40

投資有価証券の取得による支出   △2,580 △692

投資有価証券の売却による収入   346 763

長期貸付金の貸付けによる支出   △2 ―

長期貸付金の回収による収入   6 5

保証金等その他投資の取得による支出   △49 △11

保証金等その他投資の売却による収入   181 59

投資活動によるキャッシュ・フロー   △4,415 △3,223

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金純減少額   ― △235

長期借入金の返済による支出   △1,370 △445

預り保証金の預りによる収入   128 88

預り保証金の返還による支出   △170 △123

自己株式の取得による支出   △0 △0

配当金の支払額   △312 △364

少数株主に対する配当金の支払額   △12 △12

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,737 △1,092

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額   △130 △57

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   10,339 10,209

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 10,209 10,152



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ７社 

  連結子会社名 

  ㈱ＣＢＣクリエイション、㈱テク

ノビジョン、㈱シー・ウェーブ、㈱

千代田会館、㈱南山カントリークラ

ブ、㈱ＣＢＣビップス、文化交通㈱ 

(1) 連結子会社の数 ７社 

  連結子会社名 

同左 

  (2) 非連結子会社 

  ㈱ＣＢＣカースポットは、清算中

であり、総資産、売上高、当期純利

益及び利益剰余金等のうち持分に見

合う額は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除外しております。 

(2) 非連結子会社 

同左 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法適用の非連結子会社または

  関連会社 

  該当ありません。 

(1) 持分法適用の非連結子会社または 

  関連会社 

        同左 

  (2) 持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社 

  持分法を適用していない非連結子

会社(㈱ＣＢＣカースポット)及び関

連会社(㈱エヌティーピー及び春日

井開発㈱)の当期純利益及び利益剰

余金等のうち持分に見合う額は、そ

れぞれ当期純利益及び利益剰余金等

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため、持

分法の適用を除外しております。 

(2) 持分法を適用していない非連結子

会社及び関連会社 

同左 

   

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度の末日は連結

決算日と同じであります。 

同左 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法 

    有価証券 

   満期保有目的の債券 

    償却原価法(定額法)を採用し

ております。 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法に

より算定)を採用しておりま

す。 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法を

採用しております。 

  有価証券 

   満期保有目的の債券 

同左 

  

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算

定)を採用しております。 

     

   時価のないもの 

同左 



  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

   当社及び連結子会社は、定率法

を採用しております。(ただし、

平成10年４月１日以降に取得した

建物(建物附属設備を除く)及び賃

貸用資産については定額法を採用

しております。) 

   なお、主な耐用年数は、建物41

～50年、構築物10～50年、機械装

置６年、工具器具備品６～15年で

あります。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法 

 ① 有形固定資産 

同左 

  

   ② 無形固定資産 

   定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期

間(５年)によっております。 

 ② 無形固定資産 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

   当社及び連結子会社は、金銭債

権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

 ① 貸倒引当金 

同左 

   ② 

――――――― 

 ② 役員賞与引当金 

   当社及び連結子会社は、役員に

対して支給する賞与の支出に充て

るため、当連結会計年度における

支給見込額を計上しております。 

  （会計方針の変更） 

   当連結会計年度から「役員賞与

に関する会計基準」（企業会計基

準委員会 平成17年11月29日 企

業会計基準第４号）を適用してお

ります。 

   この結果、従来の方法に比べ

て、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益が、それぞれ

87百万円減少しております。 

   なお、セグメント情報に与える

影響は、当該箇所に記載しており

ます。 

   ③ 退職給付引当金 

  当社及び連結子会社は、従業員の

退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当連結会

計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。 

  なお、計算の結果、当連結会計年

度末においては当社の退職給付引当

金が借方残高となったため、「前払

年金費用」として固定資産の投資そ

の他の資産に計上しております。 

 ③ 退職給付引当金 

同左 

  



  

    
  

  
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

     数理計算上の差異は、各連結会

計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年

数(15年)による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとし

ております。 

   過去勤務債務は、15年の定額法

によりその発生年度から費用処理

することとしております。 

  

  

  

   ④ 役員退職慰労引当金 

   当社及び一部の連結子会社は役

員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく連結会計年度末

要支給額の100％を計上しており

ます。 

 ④ 役員退職慰労引当金 

同左 

   ⑤ 永年勤続表彰引当金 

   当社は永年勤続者の表彰費用に

備えて、永年勤続表彰内規による

連結会計年度末必要額を計上して

おります。 

 ⑤ 永年勤続表彰引当金 

同左 

  

  

(4) 重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利

益処分について連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて作成されてお

ります。 

  

――――――― 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっておりま

す。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(名義書換料) 

 「名義書換料」については、従来、営業外収益に計

上しておりましたが、会員権流通の円滑化を営業活動

の一部として積極的に推進していく方針に変更したこ

とに伴い、実態をより適切に表示するため、当連結会

計年度から売上高に含めて計上することにいたしまし

た。 

 これにより、売上高、営業利益は72百万円増加しま

したが、営業外収益が同額減少したため、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影響はありませ

ん。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。 

  

  

――――――― 

(固定資産の減損に係る会計基準)  

当連結会計年度から「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会

計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用

指針第６号)を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益が21百万円減少

しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財

務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除し

ております。 

  

――――――― 

  

――――――― 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、

47,366百万円であります。 

 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(平成19年３月31日) 

※１ ゴルフコースを含みます。 ※１ ゴルフコースを含みます。 

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、 

  次のとおりであります。 

 投資有価証券(株式) 13百万円

※２ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、 

  次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 13百万円

※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

担保付債務は次のとおりであります。 

土地 1,073百万円

建物 3,695百万円

計 4,768百万円

一年以内返済長期借入金 145百万円

計 145百万円

  

――――――― 

※４ 発行済株式総数 

    普通株式          26,400,000株 

  

――――――― 

  

※５ 自己株式の保有数 

   当社保有 

    普通株式             327,381株 

  

――――――― 

  

 ６ 偶発債務 

 従業員が銀行から借入れている住宅資金等145百

万円を保証しております。 

 ６ 偶発債務 

 従業員が銀行から借入れている住宅資金等121百

万円を保証しております。 

 ７ 受取手形裏書譲渡高       9百万円  ７ 受取手形裏書譲渡高       2百万円 

  

――――――― 

  

※８ 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

  日をもって決済処理しております。 

 なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であ

ったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含ま

れております。  

受取手形 3百万円

受取手形裏書譲渡高 0百万円

流動負債（その他）
（設備関係支払手形） 

145百万円



(連結損益計算書関係) 

  

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

人件費 4,393百万円

代理店手数料 6,283百万円

減価償却費 2,501百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目 

人件費 4,246百万円

代理店手数料 6,169百万円

 

※２ 減損損失 

   当社グループは、以下の資産について減損損失

を計上しました。 
  

  
（経緯） 

上記の土地については、今後の利用計画もなく、地

価も著しく下落しているため、減損損失を認識いたし

ました。 

（グルーピングの方法） 

事業の種類別に区分し、将来の使用が見込まれてい

ない遊休資産については個々の物件単位でグルーピン

グをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

当資産の回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、固定資産税評価額を合理的に調整した価額に

より算定しております。 

用途 種類 場所 金額（百万円) 

遊休 土地 三重県鳥羽市 21 

※２ 減損損失 

   当社グループは、以下の資産について減損損失

を計上しました。 
  

  
（経緯） 

上記の土地については、今後の利用計画もなく、地

価も著しく下落しているため、減損損失を認識いたし

ました。 

（グルーピングの方法） 

事業の種類別に区分し、将来の使用が見込まれてい

ない遊休資産については個々の物件単位でグルーピン

グをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

 当資産の回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、固定資産税評価額を合理的に調整した価額に

より算定しております。 

用途 種類 場所 金額（百万円) 

遊休 土地 岐阜県高山市 9 

遊休 土地 岐阜県飛騨市 1 

計 10 

  ※３ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 1百万円

機械装置及び運搬具 109百万円

その他(工具器具備品） 1百万円

計 113百万円

  ※４ 固定資産売却損の内訳 

土地 0百万円



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

  
  

２ 自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

 増加数の内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取りによる増加 644株 
  

３ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 26,400,000 ― ― 26,400,000 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 327,381 644 ― 328,025 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 234 9.00 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月15日 
取締役会 

普通株式 130 5.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 325 12.50 平成19年３月31日 平成19年６月29日



 (連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 10,368百万円

有価証券勘定 165百万円

計 10,534百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金等 

△268百万円

価値変動リスクのある 
株式投資信託等 

△55百万円

現金及び現金同等物 10,209百万円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に記載されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 10,215百万円

有価証券勘定 713百万円

計 10,928百万円

預入期間が３ヶ月を
超える定期預金等 

△613百万円

価値変動リスクのある
株式投資信託等 

△162百万円

現金及び現金同等物 10,152百万円



   (リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

    
機械装置 
及び運搬具 

  
その他 

(工具器具 
備品) 

  
  

合計 

取得価額
相当額 

  19百万円  245百万円  265百万円

減価償却
累計額 
相当額 

  11百万円  159百万円  170百万円

期末残高
相当額 

  8百万円  86百万円  94百万円

  

同左 

機械装置
及び運搬具

その他 
(工具器具 
備品) 

  
  

合計 

取得価額
相当額 

26百万円 244百万円  271百万円

減価償却
累計額 
相当額 

10百万円 188百万円  199百万円

期末残高
相当額 

15百万円 56百万円  71百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

１年以内 51百万円

１年超 42百万円

合計 94百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  

同左 

  

１年以内 38百万円

１年超 33百万円

合計 71百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 61百万円

減価償却費相当額 61百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 57百万円

減価償却費相当額 57百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

 １ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 
  

  
２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 当連結会計年度において、有価証券（その他有価証券で時価のあるもの）について55百万円減損処理を行っております。 

   なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

種類 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借 
対照表計上額

連結決算日 
における時価

差額
連結貸借 

対照表計上額 
連結決算日 
における時価 

差額

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

(時価が連結貸借対照表計上額を 
超えるもの) 

― ― ― ― ― ― 

小計 ― ― ― ― ― ―

(時価が連結貸借対照表計上額を 
超えないもの) 

         

国債・地方債等 130 127 △2 160 159 △0

小計 130 127 △2 160 159 △0

合計 130 127 △2 160 159 △0

種類 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

取得原価 
連結貸借

対照表計上額
差額 取得原価

連結貸借 
対照表計上額 

差額 

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの) 

    

(1) 株式 6,603 16,766 10,162 6,394 15,644 9,249

(2) 債券     

国債・地方債等 ― ― ― ― ― ―

社債 394 417 23 344 372 27

その他 ― ― ― ― ― ―

(3) その他 81 152 70 156 212 56

小計 7,080 17,336 10,256 6,895 16,228 9,333

(連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの) 

    

(1) 株式 ― ― ― 44 44 ― 

(2) 債券         

国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― 

社債 ― ― ― ― ― ― 

その他 ― ― ― ― ― ― 

(3) その他 47 46 △1 99 99 △0

小計 47 46 △1 143 143 △0

合計 7,128 17,382 10,254 7,038 16,371 9,332



３ 売却したその他有価証券 
  

  

４ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

５ その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後の償還予定額 

前連結会計年度(平成18年３月31日) 

  

当連結会計年度（平成19年３月31日） 

  

次へ 

区分 
前連結会計年度

（自 平成17年４月１日  
  至 平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成18年４月１日  
  至 平成19年３月31日） 

売却額（百万円） 755 877

売却益の合計額（百万円） 197 122

売却損の合計額（百万円） 15 0

種類 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成19年３月31日） 

連結貸借対照表計上額(百万円） 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

   コマーシャルペーパー 99 ― 

(2）その他有価証券   

   非上場株式 1,257 1,246 

   ＭＭＦ等 10 550 

   貸付信託の受益証券 30 30 

種類 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

(1) 債券    

国債・地方債等 ― 30 100 ―

社債 50 280 87 ―

その他 99 ― ― ―

(2) その他    

投資信託 5 10 46 ―

貸付信託 ― 30 ― ―

合計 155 351 233 ―

種類 
１年以内 
(百万円) 

１年超５年以内
(百万円) 

５年超10年以内
(百万円) 

10年超 
(百万円) 

(1) 債券    

国債・地方債等 20 40 100 ―

社債 112 259 ― ―

その他 ― ― ― ―

(2) その他    

投資信託 ― 10 47 ―

貸付信託 30 ― ― ―

合計 162 310 147 ―



  (デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至

平成19年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

 (退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

また、提出会社においては退職給付信託を設定しております。 

  
２ 退職給付債務に関する事項 

  

(注) すべての連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

      

  

３ 退職給付費用に関する事項 
  

(注) 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「① 勤務費用」に計上しております。 

      

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
(百万円) 

当連結会計年度 
(平成19年３月31日) 

(百万円) 

① 退職給付債務 △12,098 △11,912

② 年金資産 12,357 12,600

③ 未積立退職給付債務(①＋②) 258 688

④ 未認識数理計算上の差異 1,233 1,396

⑤ 未認識過去勤務債務(債務の減額) △309 △279

⑥ 連結貸借対照表計上額純額(③＋④＋⑤) 1,181 1,805

⑦ 前払年金費用 1,759 2,377

⑧ 退職給付引当金(⑥－⑦) △577 △572

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(百万円) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(百万円) 

① 勤務費用 (注) 296 311

② 利息費用 293 288

③ 期待運用収益 △632 △1,066

④ 数理計算上の差異の費用処理額 256 164

⑤ 過去勤務債務の費用処理額 △30 △30

⑥ 退職給付費用(①＋②＋③＋④＋⑤) 183 △331



４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  

(ストック・オプション等関係) 

 当連結会計年度（自 平成18年４月１日  至 平成19年３月31日)において、該当事項はありません。  

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

① 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左

② 割引率 2.5％ 同左

③ 期待運用収益率 6.9％ 9.8％

④ 過去勤務債務の額の処理年数 15年 同左

⑤ 数理計算上の差異の処理年数 15年 

(但し、翌連結会計年度か

ら費用処理することとして

おります。) 

同左



(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  

  
(注) 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金負債の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれており

ます。 

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

  

  

    
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金 254百万円 225百万円

役員退職慰労引当金 189百万円 171百万円

減価償却超過額 79百万円 110百万円

未払事業税 87百万円 81百万円

未払賞与 381百万円 381百万円

繰延資産償却超過額 14百万円 7百万円

貸倒引当金超過額 120百万円 110百万円

投資有価証券評価損 827百万円 854百万円

その他 112百万円 135百万円

繰延税金資産小計 2,065百万円 2,078百万円

評価性引当額 △1,273百万円 △1,274百万円

繰延税金資産合計 791百万円 804百万円

繰延税金負債  

固定資産圧縮積立金 △939百万円 △899百万円

その他有価証券評価差額金 △3,999百万円 △3,614百万円

その他 △314百万円 △564百万円

繰延税金負債合計 △5,253百万円 △5,078百万円

繰延税金負債純額 △4,461百万円 △4,274百万円

    
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

流動資産―繰延税金資産 483百万円 478百万円

固定資産―繰延税金資産 195百万円 194百万円

流動負債―繰延税金負債 ―百万円 ―百万円

固定負債―繰延税金負債 △5,139百万円 △4,947百万円

            
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日) 

法定実効税率 40.6％ 40.6％

 (調整)  

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.6％   4.4％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6％   △0.7％

ＩＴ投資促進税制による税額控除の影響 △0.6％   ―％

評価性引当額 5.2％   0.0％

その他 0.3％   0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.5％   44.6％



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  

   当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

  

  
放送関連 
(百万円) 

不動産
賃貸 

(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益   
  

 

売上高   
  

 

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

37,526 1,523 1,537 40,588 ― 40,588

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

142 194 761 1,098 (1,098) ―

計 37,669 1,718 2,299 41,686 (1,098) 40,588

営業費用 34,041 924 2,226 37,192 (1,098) 36,093

営業利益 3,628 793 72 4,494 0 4,494

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

     

資産 27,784 11,122 5,681 44,588 25,876 70,465

減価償却費 2,286 280 99 2,666 (0) 2,665

資本的支出 3,258 144 317 3,719 ― 3,719

  
放送関連 
(百万円) 

不動産
賃貸 

(百万円) 

その他
(百万円) 

計
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益   
  

 

売上高   
  

 

(1) 外部顧客に対する 
売上高 

37,596 1,556 1,525 40,678 ― 40,678

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

122 180 723 1,026 (1,026) ―

計 37,719 1,736 2,248 41,704 (1,026) 40,678

営業費用 34,307 817 2,136 37,260 (1,024) 36,236

営業利益 3,411 919 112 4,443 (1) 4,441

Ⅱ 資産、減価償却費及び 
資本的支出 

     

資産 29,667 11,754 5,762 47,184 24,645 71,830

減価償却費 2,559 274 99 2,933 (0) 2,932

資本的支出 3,244 634 58 3,936 ― 3,936



(注) １ 各事業区分の主要な事業内容 

       放送関連：ラジオ・テレビの放送及び同関連事業 

       不動産賃貸：不動産の賃貸・管理 

       その他：ゴルフ場の経営、保険代理業、ＯＡ機器販売、旅客運送業（タクシー）等  

２ 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金(現預金及び有価証券)、長期投

資資金(投資有価証券)であります。 

３ 会計処理の変更 

  （前連結会計年度） 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、その他部門におけるゴルフ場事業の「名義

書換料」については、従来、営業外収益に計上しておりましたが、当連結会計年度から売上高に含めて計上することにい

たしました。これにより、その他部門の売上高（外部顧客に対する売上高）及び営業利益は72百万円増加しております。

  （当連結会計年度） 

  「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４ 会計処理基準に関する事項 (３) 重要な引当金の計上基準 

②役員賞与引当金（会計方針の変更）」に記載のとおり、当連結会計年度から「役員賞与に関する会計基準」（企業会計

基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号）を適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べ、当連結会計年度における営業費用は「放送関連」が69百万円、「不動産賃貸」が９百万円、「その他」が８百万

円増加し、営業利益がそれぞれ同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外

支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自平成18年４月１日 至平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度 26,005百万円 当連結会計年度 24,794百万円



(企業結合等関係) 

 該当事項はありません。  

  

(１株当たり情報) 
  

  

(注) 算定上の基礎 

 １ １株当たり純資産額 

  

  

 ２ １株当たり当期純利益 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,755円81銭 １株当たり純資産額 1,816円75銭

１株当たり当期純利益 70円12銭 １株当たり当期純利益 95円56銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度

(平成18年３月31日) 
当連結会計年度

(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円） ― 48,009 

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 47,366 

差額の内訳（百万円） 

 少数株主持分 

  

― 

  

643 

普通株式の発行済株式数（千株） ― 26,400 

普通株式の自己株式数（千株） ― 328 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数（千株） 
― 26,071 

  
項目 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 1,918 2,491 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,828 2,491 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 

  利益処分による役員賞与金 

  

90 

  

― 

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,072 26,072 



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １「金融商品に関する会計基準」に従って算定した利率であります。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)及びその他の有利子負債の連結決算日後５年内における返済予定額は以下

のとおりであります。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 235 ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 445 ― ― ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

― ― ― ― 

その他の有利子負債 
預り保証金 

3,074 3,160 2.80（注１） 平成22年～平成32年

計 3,755 3,160 ― ― 

区分 
１年超２年以内 

(百万円) 
２年超３年以内

(百万円) 
３年超４年以内

(百万円) 
４年超５年以内 

(百万円) 

その他の 
有利子負債 

― ― 160 384



２ 【個別財務諸表等】 
(1)【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)      
Ⅰ 流動資産      

１ 現金及び預金   7,364 6,748  

２ 受取手形   48 ―  

３ 売掛金   7,552 8,285  

４ 有価証券   155 693  

５ 前払費用   430 502  

６ 繰延税金資産   387 378  

７ 未収入金   31 28  

８ その他   62 105  

  貸倒引当金   △11 ―  

流動資産合計   16,021 25.8 16,742 26.5

Ⅱ 固定資産      

(1) 有形固定資産      

１ 建物 ※３ 16,574 16,782    

減価償却累計額 △6,778 9,795 △7,251 9,531  

２ 構築物 1,354 1,369    

減価償却累計額 △587 767 △683 686  

３ 機械装置 22,561 23,142    

減価償却累計額 △17,445 5,115 △17,200 5,941  

４ 車両運搬具 232 233    

減価償却累計額 △167 65 △179 53  

５ 工具器具備品 1,118 1,102    

減価償却累計額 △837 281 △855 247  

６ 土地 ※３   7,165 7,149  

７ 建設仮勘定   118 673  

有形固定資産合計   23,309 37.5 24,283 38.4

(2) 無形固定資産      

１ ソフトウェア   789 815  
２ ソフトウェア 
  仮勘定 

  49 ―  

３ 土地賃借権利金   5 5  
４ 電気通信施設 
  利用権 

  15 13  

５ 電気供給その他 
施設利用権 

  29 65  

６ 電話加入権   17 17  

無形固定資産合計   906 1.5 917 1.4

(3) 投資その他の資産      

１ 投資有価証券   18,471 17,352  

２ 関係会社株式   1,099 1,099  
３ 関係会社長期貸付金   39 39  
４ 破産更生債権等   32 2  

５ 長期前払費用   49 35  

６ 前払年金費用   1,759 2,377  

７ 差入保証金   715 681  

８ その他   37 3  

  貸倒引当金   △292 △255  

投資その他の資産合計   21,912 35.2 21,335 33.7

固定資産合計   46,129 74.2 46,537 73.5

資産合計   62,150 100.0 63,279 100.0



  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)      

Ⅰ 流動負債      

１ 短期借入金   235 ―  

２ 一年以内返済 
  長期借入金 

※３   445 ―  

３ 役員賞与引当金   ― 62  

４ 未払金   1,410 1,470  

５ 未払費用   3,068 3,229  

６ 未払法人税等   1,238 908  

７ 未払事業所税   28 28  

８ 未払消費税等   ― 56  

９ 前受金   389 291  

10 預り金   139 138  

11 前受収益   58 58  

12 設備支払手形 ※６   915 1,740  

流動負債合計   7,928 12.7 7,984 12.6

Ⅱ 固定負債      

１ 繰延税金負債   5,124 4,929  

２ 役員退職慰労引当金   426 385  

３ 永年勤続表彰引当金   23 24  

４ 預り保証金   4,059 4,146  

５ 長期前受収益   788 730  

固定負債合計   10,422 16.8 10,217 16.2

負債合計   18,351 29.5 18,201 28.8

(資本の部)      

Ⅰ 資本金 ※１   1,320 2.1 ― ―

Ⅱ 資本剰余金      

１ 資本準備金   654 ―  

資本剰余金合計   654 1.1 ― ―

Ⅲ 利益剰余金      

１ 利益準備金   330 ―  

２ 任意積立金      

  退職給与積立金 50 ―    

  固定資産圧縮積立金 1,437 ―    

  特別償却積立金 8 ―    

  別途積立金 32,000 33,496 ― ―  

３ 当期未処分利益   2,155 ―  

利益剰余金合計   35,981 57.9 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金   6,190 10.0 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※２   △346 △0.6 ― ―

資本合計   43,799 70.5 ― ―

負債・資本合計   62,150 100.0 ― ―



  

  

  

  
前事業年度

(平成18年３月31日) 
当事業年度 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)      

Ⅰ 株主資本      

１ 資本金   ― 1,320  

２ 資本剰余金      

(1) 資本準備金 ― 654    

資本剰余金合計   ― 654  

３ 利益剰余金      

(1) 利益準備金 ― 330    

(2) その他利益剰余金      

退職給与積立金 ― 50    

固定資産圧縮積立金 ― 1,316    

別途積立金 ― 33,500    

繰越利益剰余金 ― 2,606    

利益剰余金合計   ― 37,802  

４ 自己株式   ― △347  

株主資本合計   ― 39,429 62.3

Ⅱ 評価・換算差額等      

１ その他有価証券 
  評価差額金 

  ― 5,649  

評価・換算差額等合計   ― ― 5,649 8.9

純資産合計   ― ― 45,078 71.2

負債純資産合計   ― ― 63,279 100.0



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 営業収益      

１ ラジオ収入 4,078 ―    

２ テレビ収入 30,031 ―    

３ その他収入 1,785 ―    

営業収益合計   35,895 100.0 ― ―

Ⅱ 営業費用      

１ 放送事業費 ※２ 15,395 42.9 ―   ―

２ 販売費 ※２ 9,955 27.7 ―   ―

３ 一般管理費 ※２ 4,005 11.2 ―   ―

４ 減価償却費 2,450 6.8 ―   ―

営業費用合計   31,807 88.6 ― ―
       

Ⅲ 売上高      

 １ ラジオ収入 ― 3,823    

 ２ テレビ収入 ― 29,759    

 ３ その他収入 ― 2,231    

  売上高合計   ― ― 35,815 100.0

Ⅳ 売上原価 ※２ ― 18,208    

  売上原価合計   ― ― 18,208 50.8

  売上総利益   ― ― 17,606 49.2

Ⅴ 販売費及び一般管理費      

 １ 販売費 ※２ ― 9,904    

 ２ 一般管理費 ※２ ― 3,770    

  販売費及び一般管理費合計   ― ― 13,674 38.2

       

  営業利益   4,088 11.4 3,931 11.0



  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 営業外収益      

１ 受取利息 7 11    

２ 受取配当金 ※１ 177 241    

３ 有価証券売却益 4 0    

４ 雑収入 50 240 0.7 54 306 0.8

Ⅶ 営業外費用      

１ 支払利息 108 91    

２ 有価証券売却損 0 ―    

３ 固定資産除却損 145 9    

４ 貸倒引当金繰入額 9 4    

５ 雑損失 0 263 0.8 1 106 0.3

経常利益   4,065 11.3 4,131 11.5

Ⅷ 特別利益      

１ 投資有価証券売却益 193 122    

２ 貸倒引当金戻入益 73 267 0.8 23 145 0.4

Ⅸ 特別損失      

１ 投資有価証券売却損 14 0    

２ 投資有価証券評価損 811 66    

３ 会員権売却損 1 ―    

４ 会員権評価損 1 1    

５ 固定資産除却損 ※４ ― 113    

６ 固定資産売却損 ※５ ― 0    

７ 減損損失 ※３ 21 850 2.4 10 194 0.5

税引前当期純利益   3,482 9.7 4,082 11.4

法人税、住民税及び事業税 1,442 1,626    

法人税等調整額 268 1,710 4.8 200 1,826 5.1

当期純利益   1,772 4.9 2,255 6.3

前期繰越利益   461    

中間配当額   78    

当期未処分利益   2,155    



 ③ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は、株主総会承認日であります。 

    
前事業年度

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)

Ⅰ 当期未処分利益   2,155 

Ⅱ 任意積立金取崩額     

１ 固定資産圧縮積立金
取崩額 

  62   

２ 特別償却積立金取崩額   8 71 

合計   2,226 

Ⅲ 利益処分額     

１ 配当金   234   

２ 役員賞与金   70   

(うち監査役賞与金)   (11)   

３ 任意積立金     

  別途積立金   1,500 1,804 

Ⅳ 次期繰越利益   422 



④ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

（注）その他利益剰余金の内訳 

※平成18年６月の定時株主総会の利益処分項目であります。 

  

  

項目 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産 

合計 資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式
株主資本

合計 

その他有

価証券評 
価差額金 

評価・換

算差額等

合計 資本準備金 利益準備金
その他利益

剰余金 

平成18年３月31日残高
(百万円) 

1,320 654 330 35,651 △346 37,609 6,190 6,190 43,799 

事業年度中の変動額                   

 自己株式の取得         △0 △0     △0 

 剰余金の配当※       △234   △234     △234 

 剰余金の配当       △130   △130     △130 

 役員賞与の支給額※       △70   △70     △70 

 当期純利益       2,255   2,255     2,255 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額 
 (純額) 

            △541 △541 △541 

事業年度中の変動額合計
(百万円) 

― ― ― 1,820 △0 1,820 △541 △541 1,278 

平成19年３月31日残高
(百万円) 

1,320 654 330 37,472 △347 39,429 5,649 5,649 45,078 

項目 退職給与積立金 
固定資産

圧縮積立金 
特別償却積立金 別途積立金 繰越利益剰余金 合計 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 

50 1,437 8 32,000 2,155 35,651 

事業年度中の変動額             

 剰余金の配当※         △234 △234 

 剰余金の配当         △130 △130 

 役員賞与の支給額※         △70 △70 

 当期純利益         2,255 2,255 

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩※ 

  △62     62 － 

 固定資産圧縮積立金の 
 取崩 

  △58     58 －

 特別償却準備金の取崩※     △8   8 － 

 別途積立金の積立※       1,500 △1,500 － 

事業年度中の変動額合計
(百万円) ― △121 △8 1,500 451 1,820 

平成19年３月31日残高 
(百万円) 50 1,316 ― 33,500 2,606 37,472 



重要な会計方針 

  

  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 満期保有目的の債券 

  償却原価法(定額法)を採用してお

ります。 

(1) 満期保有目的の債券 

同左 

  (2) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法を採用し

ております。 

(2) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しており

ます。 

  時価のないもの 

   移動平均法による原価法を採用

しております。 

(3) その他有価証券 

  時価のあるもの 

   期末日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法を採用しております。(但

し、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)及び賃

貸用資産については定額法を採用し

ております。) 

  なお、主な耐用年数は、建物41～

50年、構築物10～50年、機械装置６

年、工具器具備品６～15年でありま

す。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。な

お、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間

(５年)によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  金銭債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    

――――――― 

(2) 役員賞与引当金 

  役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、当事業年度における

支給見込額を計上しております。 

 （会計方針の変更） 

  当事業年度から「役員賞与に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会

平成17年11月29日 企業会計基準第

４号）を適用しております。 

  この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益及び税引前当期

純利益が、それぞれ62百万円減少し

ております。 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

事業年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

  なお、計算の結果、当事業年度末

においては退職給付引当金が借方残

高となったため、「前払年金費用」

として固定資産の投資その他の資産

に計上しております。 

  数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処理

することとしております。 

  過去勤務債務は、15年の定額法に

よりその発生年度から費用処理する

こととしております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  

  (4) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備える

ため、内規に基づく期末要支給額の

100％を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

  (5) 永年勤続表彰引当金 

  永年勤続者の表彰費用に備えて、

永年勤続表彰内規による期末必要額

を計上しております。 

(5) 永年勤続表彰引当金 

同左 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

５ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

  



会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準)  

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針

第６号)を適用しております。 

 これにより税引前当期純利益が21百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しており

ます。 

  

――――――― 

  

――――――― 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12

月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準

適用指針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

45,078百万円であります。 

 財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財

務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しており

ます。 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  

――――――― 

(損益計算書) 

 前事業年度まで、民間放送勘定科目基準に従い「売上

高」を「営業収益」として、また「放送事業費」「販売

費」「一般管理費」及び「減価償却費」を一括して「営

業費用」としてそれぞれ表示しておりましたが、同基準

の改定（平成18年12月）に伴い、当事業年度より「営業

収益」を「売上高」として、また「営業費用」を「売上

原価」と「販売費及び一般管理費」とに区分し、「売上

高」と「売上原価」の差額を「売上総利益」として表示

しております。 

 なお、前事業年度につき、当事業年度と同様の区分表

示を行った場合の売上総利益は18,400百万円でありま

す。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

※１ 授権株数 普通株式 80,000,000株

発行済株式数 普通株式 26,400,000株

  

―――――― 

※２ 自己株式の保有数 

   普通株式           327,381株  

  

―――――― 

※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりでありま

す。 

担保付債務は次のとおりであります。 

土地 1,073百万円

建物 3,695百万円

計 4,768百万円

一年以内返済長期借入金 145百万円

計 145百万円

  

―――――― 

 ４ 配当制限について 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は6,190百

万円であります。 

  

―――――― 

  

 ５ 偶発債務 

従業員が銀行から借入れている住宅資金等145百

万円を保証しております。 

 ５ 偶発債務 

従業員が銀行から借入れている住宅資金等121百

万円を保証しております。 

  

―――――― 

※６ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理については、手形交

換日をもって決済処理しております。 

なお、当期末日が金融機関の休日であったた

め、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれて

おります。     

設備関係支払手形 145百万円



(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 関係会社に係る注記 

   関係会社からのものは次のとおりであります。 

  

受取配当金 30百万円

※１ 関係会社に係る注記 

   関係会社からのものは次のとおりであります。 

  

受取配当金 54百万円

※２ 放送事業費、販売費及び一般管理費の主要な費目

と金額 

(放送事業費)  

人件費 2,214百万円

退職給付費用 51百万円

原作出演料 1,117百万円

業務委託費 4,778百万円

人材派遣費 871百万円

ネットワーク費 990百万円

諸経費 5,370百万円

(販売費)  

人件費 1,739百万円

退職給付費用 39百万円

代理店手数料 6,453百万円

広告宣伝費 548百万円

諸経費 1,174百万円

(一般管理費)  

役員報酬 387百万円

人件費 1,214百万円

役員退職慰労引当金 
繰入額 

76百万円

退職給付費用 29百万円

業務委託費 631百万円

広告宣伝費 432百万円

租税公課 243百万円

諸経費 991百万円

※２ 売上原価、販売費及び一般管理費の主要な費目と

金額 

(売上原価)  

人件費 2,168百万円

退職給付費用 △172百万円

原作出演料 1,250百万円

業務委託費 5,273百万円

人材派遣費 909百万円

ネットワーク費 988百万円

減価償却費 2,273百万円

諸経費 5,517百万円

(販売費)  

人件費 1,772百万円

退職給付費用 △139百万円

代理店手数料 6,323百万円

広告宣伝費 524百万円

減価償却費 263百万円

諸経費 1,158百万円

(一般管理費)  

役員報酬 339百万円

人件費 1,311百万円

役員賞与引当金繰入額 62百万円

役員退職慰労引当金
繰入額 

70百万円

退職給付費用 △95百万円

業務委託費 635百万円

租税公課 235百万円

減価償却費 188百万円

諸経費 1,023百万円



  

  

(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  644株 

   

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※３ 減損損失 

   当社は、以下の資産について減損損失を計上し

ました。 

  

  

（経緯） 

上記の土地については、今後の利用計画もなく、地

価も著しく下落しているため、減損損失を認識いたし

ました。 

（グルーピングの方法） 

事業の種類別に区分し、将来の使用が見込まれてい

ない遊休資産については個々の物件単位でグルーピン

グをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

当資産の回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、固定資産税評価額を合理的に調整した価額に

より算定しております。 

用途 種類 場所 金額（百万円） 

遊休 土地 三重県鳥羽市 21 

※３ 減損損失 

   当社は、以下の資産について減損損失を計上し

ました。 

  

  

（経緯） 

上記の土地については、今後の利用計画もなく、地

価も著しく下落しているため、減損損失を認識いたし

ました。 

（グルーピングの方法） 

事業の種類別に区分し、将来の使用が見込まれてい

ない遊休資産については個々の物件単位でグルーピン

グをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

当資産の回収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、固定資産税評価額を合理的に調整した価額に

より算定しております。 

用途 種類 場所 金額（百万円） 

遊休 土地 岐阜県高山市 9 

遊休 土地 岐阜県飛騨市 1 

計 10 

  
※４ 固定資産除却損の内訳 

建物 1百万円

構築物 0百万円

機械装置 109百万円

工具器具備品 1百万円

計 113百万円

  ※５ 固定資産売却損の内訳 

土地 0百万円

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株） 327,381 644 ― 328,025 



（リース取引関係) 

  

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

    なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

  
車両 
運搬具 

工具器具 
備品 

合計 

取得価額 
相当額 

9百万円 111百万円 120百万円

減価償却 
累計額相当額 

8百万円 78百万円 87百万円

期末残高 
相当額 

0百万円 32百万円 32百万円

  

同左 

車両
運搬具 

工具器具 
備品 

合計 

取得価額
相当額 

12百万円 107百万円 120百万円

減価償却
累計額相当額 

4百万円 96百万円 101百万円

期末残高
相当額 

8百万円 10百万円 18百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

    なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

１年以内 22百万円

１年超 10百万円

合計 32百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

  

同左 

１年以内 13百万円

１年超 4百万円

合計 18百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 31百万円

減価償却費相当額 31百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 24百万円

減価償却費相当額 24百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成18年３月31日)及び当事業年度(平成19年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。 

  
(税効果会計関係) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
  

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別 

 の内訳 
  

  

  

    
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度

(平成19年３月31日) 

繰延税金資産    

役員退職慰労引当金   172百万円 156百万円

減価償却超過額   73百万円 104百万円

未払事業税   82百万円 70百万円

未払賞与   301百万円 301百万円

繰延資産償却超過額   14百万円 7百万円

貸倒引当金超過額          97百万円 87百万円

投資有価証券評価損   827百万円 854百万円

その他   96百万円 119百万円

繰延税金資産小計   1,665百万円 1,703百万円

評価性引当額   △968百万円 △996百万円

繰延税金資産合計   696百万円 706百万円

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金   △939百万円 △899百万円

その他有価証券評価差額金   △3,952百万円 △3,565百万円

その他   △541百万円 △792百万円

繰延税金負債合計   △5,434百万円 △5,257百万円

繰延税金負債純額   △4,737百万円 △4,551百万円

  
前事業年度

(平成18年３月31日)
当事業年度

(平成19年３月31日) 

法定実効税率 40.6％ 40.6％

（調整）  

交際費等永久に損金に 
算入されない項目 

4.9％ 4.5％

受取配当金等永久に益金に
算入されない項目 

△1.0％ △1.3％

ＩＴ投資促進税制による税額控除 △0.7％ ―％

評価性引当額 5.0％ 0.7％

その他 0.3％ 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 49.1％ 44.7％



(企業結合等関係) 

 該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 
  

  

(注) 算定上の基礎 

 １ １株当たり純資産額 

  

  

 ２ １株当たり当期純利益 

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 1,677円23銭 １株当たり純資産額 1,729円01銭

１株当たり当期純利益 65円29銭 １株当たり当期純利益 86円53銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

項目 前事業年度
(平成18年３月31日) 

当事業年度
(平成19年３月31日) 

貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） ― 45,078 

普通株式に係る純資産額（百万円） ― 45,078 

普通株式の発行済株式数（千株） ― 26,400 

普通株式の自己株式数（千株） ― 328 

１株当たり純資産額の算定に用いられた 

普通株式の数（千株） 
― 26,071 

  
項目 

前事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（百万円） 1,772 2,255 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,702 2,255 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 

  利益処分による役員賞与金 

  

70 

  

― 

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,072 26,072 



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(百万円) 

投資有価 
証券 

その他有価 
証券 

㈱東京放送 897,000 3,910 

住友信託銀行㈱ 2,335,000 2,869 

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,892 2,516 

㈱御園座 1,000,000 1,050 

㈱名古屋銀行 1,474,000 1,040 

東海旅客鉄道㈱ 500 670 

㈱愛知銀行 47,800 619 

中部電力㈱ 134,100 543 

㈱ナゴヤドーム 1,080,000 540 

㈱大和証券グループ本社 282,000 401 

㈱電通 1,000 330 

全日本空輸㈱ 512,000 237 

㈱ビーエス・アイ 34,000 195 

新日本製鐵㈱ 224,000 185 

東海東京証券㈱ 248,000 173 

㈱中京銀行 420,000 157 

㈱博報堂ＤＹホールディングス 18,000 148 

㈱松坂屋ホールディングス 110,000 117 

電気興業㈱ 100,000 104 

㈱名古屋ゴルフ倶楽部 16,000 101 

スターキャット・ケーブルネットワーク㈱ 888 95 

㈱ＷＯＷＯＷ 210 78 

新光証券㈱ 114,000 68 

㈱キャッチネットワーク 1,350 67 

㈱チューリップテレビ 1,200 60 

石川島播磨重工業㈱ 120,000 58 

㈱インデックス・ホールディングス 717 44 

長島観光開発㈱ 80,000 40 

ひまわりネットワーク㈱ 660 33 

㈱岐阜銀行 216,000 30 



  

  
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額 

(百万円) 

投資有価 
証券 

その他有価 
証券 

栄公園振興㈱ 600 30 

ダイコク電機㈱ 11,500 24 

㈱ＺＩＰ－ＦＭ 480 24 

三菱ＵＦＪ証券㈱ 16,000 21 

㈱サークルＫサンクス 9,600 21 

㈱箱根カントリー倶楽部 5 19 

中部国際空港㈱ 304 15 

㈱東通 300 15 

㈱ナゴヤキャッスル 30,000 15 

三重エフエム放送㈱ 294 14 

その他45銘柄 130,982 91 

小計 9,670,382 16,782 

計 9,670,382 16,782 



【債券】 
  

  
  

銘柄 券面総額(百万円)
貸借対照表計上額 

(百万円) 

有価証券 

その他 
有価証券 

第６回近畿日本鉄道転換社債 100 100 

第４回三愛石油転換社債 12 12 

小計 112 112 

有価証券計 112 112 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

第３回サッポロホールディングス転換社債 130 135 

第９回川崎重工業転換社債 80 92 

第８回川崎重工業転換社債 30 31 

小計 240 259 

投資有価証券計 240 259 

計 352 372 



【その他】 

  

  

種類及び銘柄 投資口数等（口)
貸借対照表計上額 

(百万円) 

有価証券 

その他 
有価証券 

投資信託
受益証券 

 フリーファイナンシャルファンド 550,615,160 550 

小計 550,615,160 550 

貸付信託
受益証券 

 Ｄ号49回2015号 30,000,000 30 

小計 30,000,000 30 

有価証券計 580,615,160 580 

投資有価 
証券 

その他 
有価証券 

投資信託
受益証券 

グローバルソブリンオープン 123,504,965 99 

ピクテグローバルインカム
株式ファンド 

41,354,878 49 

ダイワグローバル債券ファンド 43,698,616 47 

ファンドオブオールスター
ファンズ 

31,800,498 32 

日興クオンツアクティブジャパン 20,322,434 24 

ブランドエクイティ 20,000,000 18 

その他４銘柄 40,000,000 39 

小計 320,681,391 311 

投資有価証券計 320,681,391 311 

計 901,296,551 891 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

  

  

    ２ 「当期減少額」欄の( )は内書きで、減損損失計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末
残高 

(百万円) 

有形固定資産       

 建物 16,574 388 180 16,782 7,251 576 9,531

 構築物 1,354 276 261 1,369 683 109 686

 機械装置 22,561 2,596 2,015 23,142 17,200 1,655 5,941

 車両運搬具 232 11 11 233 179 22 53

 工具器具備品 1,118 33 49 1,102 855 64 247

 土地 7,165 ― 
15

(10) 
7,149 ― ― 7,149

 建設仮勘定 118 1,307 752 673 ― ― 673

有形固定資産計 49,126 4,615 
3,287
(10) 

50,453 26,170 2,428 24,283

無形固定資産       

 ソフトウェア 1,339 320 ― 1,660 844 294 815

 ソフトウェア 
 仮勘定 

49 42 91 ― ― ― ―

 土地賃借権利金 5 ― ― 5 ― ― 5

 電気通信施設利用権 61 ― ― 61 47 1 13

 電気供給その他 
 施設利用権 

51 36 ― 88 22 1 65

 電話加入権 17 ― ― 17 ― ― 17

無形固定資産計 1,524 399 91 1,832 914 297 917

長期前払費用 162 ― 124 37 2 14 35

繰延資産       

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

科目 内容 金額(百万円) 

機械装置 報道スタジオＨＤ化改修 633 

  スポーツスタジオＨＤ化改修 418 

建設仮勘定 鶴舞社有地賃貸住宅工事代 632 



【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の「当期減少額」の「その他」の金額は、一般債権の貸倒実績率による洗替額等であります。 

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 303 4 28 23 255

役員賞与引当金 ― 62 ― ― 62

役員退職慰労引当金 426 70 111 ― 385

永年勤続表彰引当金 23 4 2 ― 24



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

  

 ② 売掛金 

相手先別内訳 

  

  

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 当期発生高には、消費税等が含まれています。 

  

区分 金額(百万円)

現金 9

預金  

当座預金 150

普通預金 6,588

小計 6,738

合計 6,748

相手先 金額(百万円)

㈱電通 2,888

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 1,583

㈱東京放送 964

㈱アサツーディ・ケイ 609

㈱シー・ウェーブ 271

その他 1,967

合計 8,285

前期繰越高 
(百万円) 

  
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 

  
(Ｂ) 

当期回収高
(百万円) 

  
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 

  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

２ 
(Ｂ) 
365 

7,552 35,262 34,529 8,285 80.6 82



③ 未払費用 

  

  

④ 設備支払手形 

 相手先別内訳 

  

  

期日別内訳 
  

  

⑤ 繰延税金負債 

税効果会計関係の注記事項をご参照下さい。 

  

⑥ 預り保証金 

  
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 金額(百万円)

代理店手数料 973

賞与 743

その他 1,512

合計 3,229

相手先 金額(百万円)

ソニーマーケティング㈱ 691

㈱朋栄 374

積水ハウス㈱ 177

日立電線㈱ 108

㈱タムラ製作所 92

その他 295

合計 1,740

期日 平成19年３月 ４月 ５月 ６月 合計

金額(百万円) 145 261 1,002 330 1,740

相手先 金額(百万円)

ユニー㈱ 4,120

その他 25

合計 4,146



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

(注)１ 単元未満株式の権利の制限について 

    当社株主の有する単元未満株式の権利の制限について、当社定款には次の規定があります。 

    (単元未満株式についての権利) 

    第10条 当会社の株主(実質株主を含む。)は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の 

    権利を行使することができない。 

       １．会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

       ２．会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

       ３．株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利 

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
10,000株券 1,000株券 500株券 100株券
100株未満の端数表示株券 

剰余金の配当の基準日 ９月30日 ３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

  取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録申請料 登録１件につき  10,000円

  株券登録料 株券１枚につき     500円

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号 住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によっ

て電子公告による公告をすることができない場合は、名古屋市で発行される中日新聞

に掲載して行う。なお、電子公告は当会社のホームページに掲載し、そのアドレスは

次のとおりです。 

http://hicbc.com 

株主に対する特典 なし 



  ２ 外国人等の株主名簿への記載の制限について  

    放送法第52条の８第１項及び第２項に基づいて、当社定款には次の規定があります。 

    (外国人等の株主名簿への記載または記録の制限) 

    第11条 当会社は、次の各号に掲げる者(以下、「外国人等」という。)のうち第１号から第３号までに掲 

    げる者により直接に占められる議決権の割合とこれらの者により第４号に掲げる者を通じて間接に占めら 

    れる議決権の割合として総務省令で定める割合とを合計した割合が当会社の議決権の５分の１以上を占め 

    ることとなるときは、放送法第52条の８第１項及び第２項の規定に従い、外国人等の取得した株式につい 

    て、株主名簿(実質株主名簿を含む。)に記載または記録することを拒むものとする。 

       １．日本の国籍を有しない人 

       ２．外国政府またはその代表者 

       ３．外国の法人または団体 

       ４．前３号に掲げる者により直接に占められる議決権の割合が総務省令で定める割合以上である法 

         人または団体 

  



第７ 【提出会社の参考情報】 

  

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 
事業年度 

(第80期) 
自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日

  
平成18年６月29日 

東海財務局長に提出 

            

(2)  半期報告書 
事業年度 

(第81期中) 
自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日

  
平成18年12月20日 

東海財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成18年６月29日

中部日本放送株式会社 

  取 締 役 会   御中  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている中部日

本放送株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中

部日本放送株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

監査法人  ト ー マ ツ  

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  中 浜  明 光  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  松 岡  正 明  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  松 井  夏 樹  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

平成19年６月28日

  

中部日本放送株式会社 

  取 締 役 会   御中  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている中部日

本放送株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中

部日本放送株式会社及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

監査法人  ト ー マ ツ  

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  松 井  夏 樹  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  内 山  隆 夫  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

  

中部日本放送株式会社 

  取 締 役 会   御中  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている中部日

本放送株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第80期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中部日

本放送株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったた

め、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

  

平成18年６月29日

  

監査法人  ト ー マ ツ   

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  中 浜  明 光  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  松 岡  正 明  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  松 井  夏 樹  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

  

中部日本放送株式会社 

  取 締 役 会   御中  

  

  

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている中部日

本放送株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第81期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、中部日

本放送株式会社の平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

  

以  上 

  

  

平成19年６月28日

  

監査法人  ト ー マ ツ   

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  松 井  夏 樹  ㊞ 

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  内 山  隆 夫  ㊞ 

  
(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 
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